
（平成２３年１０月５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 28 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 22 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 33 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 23 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4460 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年７月から 40 年３月までの期間及

び 49 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年２月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 49 年１月から同年３月まで 

申立期間①について、私は、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続を行

い、その後の保険料の納付は母が行っていた。私は父を早くに亡くし母

と家族の生活費を担っており、私と母の国民年金保険料の負担は私が行

い、納付は母に任せていた。 

申立期間②は母と、昭和 46 年 10 月に結婚した妻と３人で生活をして

いた時期であり、保険料の納付は母が行っていた。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間①のうち、昭和 38 年７月から 40 年３月までについて、申立

人は、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続を行い、保険料の納付はその

母親が行っていたとしている。このことについて、申立人の国民年金手

帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和

40 年８月頃に払い出されたと推認され、このことからすると当該期間

は、保険料を遡って納付することが可能な期間である。 

また、Ａ市Ｂ区役所保管の申立人の国民年金被保険者名簿によると、

昭和 41 年８月 26 日に 40 年度の保険料を遡って納付しており、申立人

に、上記国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される 40 年８月

頃に当該期間の国民年金保険料を遡って納付した可能性は否定できず、

21 か月と比較的短期間である当該期間の保険料を納付できなかった特

段の事情は見当たらない。 



                      

  

さらに、申立人は、「母はきっちりしていた性格なので窓口で２年間

分の保険料を納められることを聞いていたら絶対に納めたと思う。」と

しているところ、その母親の国民年金保険料に未納は無い。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その母親と昭和 46 年 10 月に結婚し

た妻と３人で生活をしていた時期であり、保険料の納付は母が行ってい

たとしている。このことについて、申立人の国民年金手帳記号番号は、

上記のとおり昭和 40 年８月頃に払い出されたと推認され、このことか

らすると申立期間②は保険料を現年度納付できる期間である。 

また、Ｃ市保管の申立人の国民年金被保険者名簿では、申立期間②の

定額保険料については未納であるが、差額保険料は納付されたと記載さ

れていることから、差額保険料のみ納付し、定額保険料を納付しなかっ

たとするのは不自然である。 

さらに、オンライン記録では当該差額保険料は、平成 23 年６月６日

に過誤納が発生したと記録されており、当該差額保険料が長期間管理さ

れていなかったことがうかがえる上、申立人の申立期間②前後の納付記

録が同年同月８日に職権訂正されるなど、行政側の記録管理に不備が見

られる。 

加えて、申立期間②前後の期間の保険料は納付済みとなっている上、

納付したとするその母親の保険料は納付済みで、３か月と短期間である

申立期間②の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

３ 申立期間①のうち、昭和 38 年２月から同年６月までの期間について、

申立人は、前記１と同様に国民年金保険料を納付したと主張している。

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記のとおり 40 年

８月頃に払い出されたと推認されることから、その時点では、当該期間

は時効により保険料を納付できない期間である上、当委員会においてオ

ンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人の国民年金保険料を納付したとするその母親は既に他界

しており、申立人は保険料納付に直接関与していないことから、保険料

の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間のうち当該期間の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料

を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①の

うち、昭和 38 年７月から 40 年３月までの期間及び 49 年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4462 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年７月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年７月から 54 年３月まで 

    私達夫婦は、昭和 53 年８月にＡ市からＢ郡Ｃ町（現在は、Ｄ市）に

転居した際、年金手帳の住所変更のみを行い、しばらくは、国民年金保

険料を納付していなかったが、53 年 12 月又は 54 年１月頃に、Ｃ町で

夫婦二人分（同額）の保険料を一括納付した記憶がある。申立期間を保

険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、昭和 53 年 12 月又は 54 年１月頃に夫婦

二人分（同額）の国民年金保険料を一括納付した記憶があるとしている。

これについて、申立人が所持する昭和 53 年分及び 54 年分の確定申告書に

おける「社会保険料控除欄」には夫婦二人分の国民年金保険料として、53

年分は６万 3,940 円が、54 年分は７万 9,200 円が記載されていることが

確認でき、この金額は、当時の夫婦二人分の国民年金保険料（53 年分は

６万 2,340 円、54 年分は７万 5,780 円）に類似していることから、この

金額は、対象月を特定できないものの申立期間の一部又は全部を含んだ保

険料額であると推認できる。 

   また、申立人は、昭和 53 年８月にＡ市からＢ郡Ｃ町に転居した際、年

金手帳の住所変更のみを行い、しばらくは、国民年金保険料を納付してい

なかったが、53 年 12 月又は 54 年１月頃にＣ町で夫婦二人分を一括納付

した記憶があるとしているところ、申立人の所持する年金手帳には、53



                      

  

年８月 22 日付けでＣ町への転入記録があることから、Ｃ町で納付したと

する申立人の申述に不自然さは見られない上、申立人が一括納付したと主

張する時点からすると、申立期間は保険料を納付できる期間である。 

   さらに、申立人の申立期間前後の期間の保険料は納付済みである上、21

か月と比較的短期間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事

情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年７月から 54 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年 10 月から 54 年３月まで 

    私達夫婦は、昭和 53 年８月にＡ市からＢ郡Ｃ町（現在は、Ｄ市）に

転居した際、年金手帳の住所変更のみを行い、しばらくは、国民年金保

険料を納付していなかったが、53 年 12 月又は 54 年１月頃に、Ｃ町で

夫婦二人分（同額）の保険料を一括納付した記憶がある。申立期間を保

険料納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間のうち、昭和 52 年７月から 54 年３月までの期間について、申

立人は、53 年 12 月又は 54 年１月頃に夫婦二人分（同額）の国民年金保

険料を一括納付した記憶があるとしている。これについて、申立人の夫が

所持する昭和 53 年分及び 54 年分の確定申告書における「社会保険料控除

欄」には夫婦二人分の国民年金保険料として、53 年分は６万 3,940 円が、

54 年分は７万 9,200 円が記載されていることが確認でき、この金額は、

当時の夫婦二人分の国民年金保険料（53 年分は６万 2,340 円、54 年分は

７万 5,780 円）に類似していることから、この金額は、対象月を特定でき

ないものの申立期間の一部又は全部を含んだ保険料額であると推認できる。 

   また、申立人は、昭和 53 年８月にＡ市からＢ郡Ｃ町に転居した際、年

金手帳の住所変更のみを行い、しばらくは、国民年金保険料を納付してい

なかったが、53 年 12 月又は 54 年１月頃にＣ町で夫婦二人分を一括納付

した記憶があるとしているところ、夫婦一緒に納付したとする申立人の夫



                      

  

の所持する年金手帳には、53 年８月 22 日付けでＣ町への転入記録がある

ことから、Ｃ町で納付したとする申立人の申述に不自然さは見られない上、

申立人が一括納付したと主張する時点からすると、当該期間は保険料を納

付できる期間である。 

 

 ２ 申立期間のうち、昭和 50 年 10 月から 52 年６月までの期間については、

前述の一括納付したと主張する時点（53 年 12 月又は 54 年１月頃）から

すると、当該期間のうち 50 年 10 月から 51 年９月までの期間は時効によ

り保険料を納付できない期間である上、申立人は、夫婦同額を一括納付し

たと主張していることから、申立人は、その夫の申立期間と同期間（52

年７月から 54 年３月まで）の保険料を納付したと考えるのが自然である。 

   また、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

 ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 52 年７月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4466 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年１月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年１月から 60 年３月まで 

    昭和 50 年頃に私の夫がＡ市役所で私の国民年金の任意加入手続をし

てくれた。保険料は、私が昭和 61 年４月に３号被保険者になるまでき

ちんと未納の無いように納付した。申立期間の保険料が未納になってい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年頃その夫がＡ市役所で国民年金の任意加入手続を

してくれ、保険料はその夫がきちんと未納の無いように納付したとしてい

るところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、50 年３月頃に払い出されたものと推認され、そ

のことからすると申立期間は納付が可能な期間である。 

また、申立人は、申立期間以後国民年金保険料の未納は無く、国民年金

に任意加入し、種別変更手続及び住所変更手続も適切に行っており、保険

料の納付意識は高かったと考えられる上、申立人が 15 か月と比較的短期

間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4467 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年１月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年１月から 58 年３月まで 

    私は、昭和 48 年２月頃にＡ市役所で国民年金に加入し、夫の分と一

緒に保険料も納付したはずだ。申立期間の保険料が未納になっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年２月頃にＡ市役所で国民年金に加入し、その夫の

分と一緒に保険料も納付したと申し立てているところ、申立人の国民年金

手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、48

年４月頃に払い出されたと推認され、このことからすると、申立期間は保

険料を納付することが可能な期間である。 

また、申立人は、申立期間以後国民年金保険料の未納は無く、60 歳以

降も任意加入していることから、保険料の納付意識は高かったと考えられ

る上、申立人が、15 か月と比較的短期間である申立期間の保険料を納付

できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4470 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年３月の国民年金保険料について

は、還付されていないものと認められることから、還付についての記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年３月 

             ② 昭和 56 年７月から同年９月まで 

    申立期間①及び②とも、会社に勤めるためＡ市役所に出向き国民年金

と厚生年金保険との切替手続を行っている。その際には同市役所職員に

間違いが無いか念を押して確認しており、申立期間①及び②の国民年金

保険料の領収証書を所持している。年金事務所の説明では、国民年金資

格喪失届出の際に還付しているのではないかと言われたが、自分で還付

手続をした覚えは無く、還付金をもらった記憶も無い。納付した保険料

を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は会社に勤めるため、Ａ市役所に出向

き国民年金と厚生年金保険との切替手続を行い、その際には同市役所職

員に間違いが無いか念を押して確認したとしているところ、申立人は、

申立期間①の保険料を納付したことを示す領収証書を所持しており、申

立期間①の保険料を納付していたことが確認できる。 

 また、申立人の所持する年金手帳によると、申立人は厚生年金保険に

加入したため国民年金との切替手続をＡ市役所で行い、昭和 48 年３月

27 日に国民年金の被保険者資格を喪失しており、申立期間①は厚生年

金保険との重複期間となるが、国民年金被保険者台帳（旧台帳）を含め、

行政の記録からは当該期間の保険料が還付された形跡はうかがえないこ

とから、還付手続は行われなかったと考えられる。 

 



                      

  

  ２ 一方、申立期間②については、申立人は、申立期間②の国民年金保険

料に係る還付金を受け取っていないと主張しているが、申立人の所持す

る年金手帳には、申立人が当時の住所地のＡ市において国民年金の資格

喪失手続を行った記載がある上、申立人の国民年金被保険者台帳（旧台

帳）には、還付対象期間、還付金額、還付決定日が明確に記載され、そ

の内容は、納付した国民年金保険料と還付された金額が一致するものと

なっており不合理な点は見当たらない。 

    また、オンライン記録では、申立期間②は厚生年金保険の加入期間で

あることから、申立期間②の保険料が還付されていることについて不自

然さは見られない。          

     

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 48 年３月の国民年金保険料については還付されていないもの

と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6219 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、当該期間の

うち、平成 12 年 10 月から 14 年９月までを 20 万円、同年 10 月から 15 年

３月までを 26 万円、同年４月から 16 年７月までを 28 万円、同年８月か

ら 17 年７月までを 26 万円、同年８月から 21 年１月までを 28 万円に訂正

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立期間のうち平成 12 年 10 月から 21 年１月までの

期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

   また、申立人の申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑩、⑪、⑫及び⑬に

係る標準賞与額の記録については、申立期間②は 36 万円、申立期間③は

40 万円、申立期間④は 27 万円、申立期間⑤は９万 7,000 円、申立期間⑥

は 19 万 5,000 円、申立期間⑦は 20 万 9,000 円、申立期間⑩は 22 万円、

申立期間⑪及び⑫は 21 万 5,000 円、申立期間⑬は 19 万 1,000 円に訂正す

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成９年12月21日から21年２月28日まで 

             ② 平成15年７月15日 

             ③ 平成15年12月15日 

             ④ 平成16年７月15日 

             ⑤ 平成16年12月15日 

             ⑥ 平成17年７月15日 

             ⑦ 平成17年12月15日 

             ⑧ 平成18年７月14日 

             ⑨ 平成18年12月15日 



                      

  

             ⑩ 平成19年７月25日 

             ⑪ 平成19年12月25日 

             ⑫ 平成20年７月25日 

             ⑬ 平成20年12月25日 

    平成 22 年 11 月にＡ地方第三者委員会から協力依頼の手紙が届いたが、

その内容は、私と同じＢ株式会社に勤めていた事務の方が申立てをした

とのことであった。私も心配になり、Ｃ年金事務所へ相談に行き、その

結果、給与から控除されている保険料の額が合わないこと及び賞与支給

の記録が無いことが分かった。私は、Ｂ株式会社を 21 年２月に退職し

ているが、調査の上、厚生年金保険の標準報酬月額と賞与の記録を訂正

してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、平成 12 年 10 月から 21 年１月までの期間につい

て、申立人から提出されたＢ株式会社に係る 10 年５月分から 21 年３月

分までの給与明細書及び 10 年分給与所得の源泉徴収票によると、申立

人は、オンライン記録の標準報酬月額 19 万円を超える給与の支給を受

け、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが確認

できる。 

一方、申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決

定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①のうち、平成 12 年 10 月から 21 年１月まで

の期間については、申立人から提出された給与明細書において確認でき

る保険料控除額及び給与支給額から判断すると、12 年 10 月から 14 年

９月までの期間を 20 万円に、同年 10 月から 15 年３月までの期間を 26

万円に、同年４月から 16 年７月までの期間を 28 万円に、同年８月から

17 年７月までの期間を 26 万円に、同年８月から 21 年１月までの期間

を 28 万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納

付義務の履行については、事業主は、標準報酬月額の届出を行っていな

いため保険者算定により標準報酬月額が決定されたことを認めている

上、給与明細書において確認できる給与支給額や厚生年金保険料控除額



                      

  

に見合う標準報酬月額とオンライン記録上の標準報酬月額が長期にわた

り一致していないことから、事業主は、給与明細書において推認できる

保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は、当該期間の標準報酬月額に見合う

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

また、申立期間①のうち、平成９年 12 月 21 日から 12 年９月までの

期間に係る標準報酬月額については、申立人から提出された当該期間に

係る給与明細書及び給与所得の源泉徴収票によると、申立人は、オンラ

イン記録どおりの標準報酬月額 19 万円に相当する厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていることが確認できることから、特例法

による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 

２ 申立人から提出されたＢ株式会社における平成 15 年７月分から 20 年

12 月分までの賞与明細書によると、申立人は、18 年７月分（申立期間

⑧）及び同年 12 月分（申立期間⑨）の賞与を除いた申立期間②、③、

④、⑤、⑥、⑦、⑩、⑪、⑫及び⑬の賞与支給について、事業主により

厚生年金保険料を賞与から控除されていることが確認できる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、賞与明細書において

確認できる保険料控除額及び賞与支給額から判断すると、申立期間②は

36 万円、申立期間③は 40 万円、申立期間④は 27 万円、申立期間⑤は

９万 7,000 円、申立期間⑥は 19 万 5,000 円、申立期間⑦は 20 万 9,000

円、申立期間⑩は 22 万円、申立期間⑪及び⑫は 21 万 5,000 円、申立期

間⑬は 19 万 1,000 円に訂正することが必要である。 

なお、申立人の当該賞与に係る保険料の事業主による納付義務の履行

については、事業主は、社会保険事務所に対する当該賞与支払届の提出

を行っていないことを認めており、その結果、社会保険事務所は、当該

期間の標準賞与額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間⑧及び⑨に係る標準賞与額については、申立人から提

出された当該期間に係る賞与明細書によると、申立人は、事業主により

賞与から厚生年金保険料を控除されていないことが確認できる。 



                      

  

このほかに、申立期間⑧及び⑨に係る厚生年金保険料を控除されてい

たことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人は、申立期間⑧及び⑨について、その主張する標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認める

ことはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6220 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成 18 年４月から同年６月までは 20 万円、同年７月は 24 万円、同

年８月は 20 万円、同年９月は 30 万円、同年 10 月は 19 万円、同年 11 月

及び同年 12 月は 32 万円、19 年１月は 22 万円、同年２月は 30 万円、同

年３月は 32 万円、同年４月及び同年５月は 19 万円、同年６月は 36 万円、

同年７月は 19 万円、同年８月は 30 万円、同年９月は 20 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、平成 18 年４月から 19 年９月までの期間に係る上記訂

正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18 年４月１日から 19 年 11 月１日まで 

ねんきん定期便の厚生年金保険の標準報酬月額と保険料納付額の月別

状況に関して、平成 18 年４月から 19 年 10 月までの株式会社Ａに正社

員として雇用されていた期間の標準報酬月額と納付額が、事実と全く異

なるため申立てをしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち平成 18 年４月から 19 年９月までの期間の



                      

  

標準報酬月額については、申立人から提出された給料支払明細書において

確認できる保険料控除額から、18 年４月から同年６月までは 20 万円、同

年７月は 24 万円、同年８月は 20 万円、同年９月は 30 万円、同年 10 月は

19 万円、同年 11 月及び同年 12 月は 32 万円、19 年１月は 22 万円、同年

２月は 30 万円、同年３月は 32 万円、同年４月及び同年５月は 19 万円、

同年６月は 36 万円、同年７月は 19 万円、同年８月は 30 万円、同年９月

は 20 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時の報酬月額の届出について誤りを認めて

おり、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該期間の標準報酬月額に

見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち平成 19 年 10 月の標準報酬月額については、申立

人から提出された給与支払明細書によると、事業主により給与から控除さ

れた厚生年金保険料額に相当する標準報酬月額及び総支給額による報酬月

額に相当する標準報酬月額は、申立人のオンライン記録の標準報酬月額よ

りも低額となっていることから、特例法による保険給付の対象に当たらな

いため、あっせんは行わない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6221 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①に係る申立人の有限会社Ａにおける資格喪失日は昭和39年５

月20日であると認められることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日

に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立人の申立期間①の標準報酬月額については、２万6,000円と

することが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年12月５日から39年５月20日まで 

         ② 昭和53年４月頃から56年12月頃まで 

有限会社Ａには、昭和38年２月１日から39年５月19日まで勤務してい

たが、同時に38年11月１日から41年１月29日まで株式会社Ｂ（現在は、

株式会社Ｃ）にも勤務していた。 

両方の会社で厚生年金保険被保険者資格を取得し、給与から保険料を

引かれていたが、有限会社Ａでの被保険者資格喪失日が、当初、昭和38

年12月５日となっていたため、申立期間①の標準報酬月額が合算されな

かったので、同社での被保険者資格喪失日の記録を訂正してほしい。 

また、厚生年金保険の記録では、昭和53年４月頃から56年12月頃まで、

Ｄ区Ｅ地の有限会社Ｆ（商業登記簿では、Ｇ株式会社）に勤務していた

ときの被保険者期間の記録が無いので、調査して、厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間当時の同僚証言及び申立人の具体的な申述内容等より、申立

人は申立期間①において、有限会社Ａに勤務していたと推認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人の有限会社Ａに係る厚生年金

保険被保険者資格の喪失日については、昭和38年12月５日と記録されて

いるところ、同社の系列会社であるＧ株式会社が保存していた有限会社

Ａの申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書か



                      

  

ら、申立人の資格喪失日が39年５月20日と確認できる上、有限会社Ａに

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿においても、申立人の資格喪失

日について、同日と確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和39年５月20日に有限会社

Ａに係る厚生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を、事業主が社

会保険事務所（当時）に対して行ったと確認でき、当該資格喪失日に係

るオンライン記録の処理において誤りがあったと考えられることから、

申立人の当該事業所に係る被保険者資格喪失日を同日に訂正する必要が

ある。 

なお、申立期間①に係る標準報酬月額については、上記健康保険厚生

年金保険被保険者資格喪失確認通知書の標準報酬月額から、２万6,000

円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、当該申立期間における勤務について、

「前に働いたことのある有限会社Ａが、有限会社Ｆという名前に変わっ

ていたが、この会社に再び勤務した。」と申述しており、申立人が記憶

している「有限会社Ｆ」は登記がされた事実が無く、商業登記簿により、

当該事業所はＧ株式会社と確認できる。 

しかしながら、Ｇ株式会社では、前述した有限会社Ａにおける被保険

者資格の得喪に係る確認通知書以外の記録は見当たらないと回答した上

で、「申立人について、当社における被保険者資格を取得した記録は見

当たらない。また、人事記録や給与台帳にも申立人の名前は無い。」と

回答しており、申立期間②に係る勤務実態を確認することができない。 

また、申立人の有限会社Ａ及びＧ株式会社に係る雇用保険の被保険者

記録が見当たらない上、両事業所に、申立人の申立期間当時に勤務して

いた複数の同僚に照会した結果、申立人を記憶している者が無く、勤務

実態を確認することができない。 

さらに、Ｈ組合では、「有限会社Ａは、昭和46年１月１日から平成12

年１月１日まで当組合に加入し、Ｇ株式会社は、46年１月１日から現在

まで加入しているが、申立人が当組合の被保険者になった記録は、いず

れの会社にも見当たらない。」と回答しており、当該組合における申立

人の被保険者期間を確認することができない。 

加えて、申立人が、「給料は、『Ｉ』という者が給料袋をＪ店の売り

場まで届けてくれた。」と申述していることについて、Ｇ株式会社では、

「有限会社Ａも含めて、昭和53年当時に勤務していた『Ｉ』姓の従業者

は一人だけである。」と回答している上、当該「Ｉ」姓の従業者は、

「入社後の３年間は、Ｋ地にあった店の売り場で勤務していた。申立人

については知らないし、Ｊ店に給料を届けた事実も無い。」と供述し、



                      

  

複数の同僚も「申立人の申立期間当時の給与は、銀行振込みになってい

て給料袋ではもらっていない。」と供述している。 

また、有限会社Ａ及びＧ株式会社に係る事業所別被保険者名簿では、

申立期間において申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無

い。 

このほか、事業主による厚生年金保険料の控除について、申立人にも

明確な記憶が無い上、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6222 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち申立期間③については、事業主が社会保険事務

所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額で

あったと認められることから、当該期間の標準報酬月額を、平成９年５月

から同年９月までは 19 万円、同年 10 月から 10 年９月までは 20 万円、同

年 10 月は 24 万円に訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和59年２月11日から同年９月１日まで 

② 昭和62年10月１日から平成元年10月１日まで 

③ 平成９年５月１日から10年11月11日まで 

厚生年金保険の記録によると、申立期間①及び②で勤務した株式会社

Ａ（後に、株式会社Ｂ）の標準報酬月額が、実際の給与よりも低い額で

はないかと思う。当時の給与支給明細書の一部が残っているので、記録

を訂正してほしい。 

また、申立期間③で勤務した有限会社Ｃの標準報酬月額については、

給与明細書は無いが、被保険者資格を取得した時から実際の給与と大き

く違っているので、正しい額に記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③について、オンライン記録によると、申立てに係る有限会

社Ｃにおける厚生年金保険被保険者の標準報酬月額は、平成10年10月５

日付けで申立人を含む５人の標準報酬月額が、同社が厚生年金保険の適

用事業所となった日（平成９年５月１日）に遡って訂正されており、申

立人の標準報酬月額も９年５月から同年９月までは19万円から11万

8,000円に、同年10月から10年９月までは20万円から11万8,000円に、同

年10月は24万円から11万8,000円に訂正されていることが確認できる。 

また、社会保険事務所の滞納処分票により、当該事業所は平成９年５

月から10年10月まで保険料の滞納があったことが確認できる上、複数の



                      

  

同僚は、「社会保険事務については社長が直接行っていた。」と供述し

ている。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所においてこのような訂

正処理を行う合理的な理由は見当たらず、当該期間において標準報酬月

額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、当該遡及

訂正の結果として記録されている申立人の標準報酬月額は、事業主が社

会保険事務所に当初届け出た平成９年５月から同年９月までは19万円に、

同年10月から10年９月までは20万円に、同年10月は24万円に訂正するこ

とが必要である。 

 

２ 申立人は、標準報酬月額の相違についても申し立てているが、厚生年

金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方を認定するこ

ととなる。 

  申立期間①のうち、昭和59年４月、同年６月及び同年８月の期間につ

いては、申立人の給与支給明細書により、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料控除額に基づく標準報酬月額はオンライン記録におけ

る標準報酬月額と一致していることから、特例法に基づくあっせんは行

わない。 

また、申立期間①のうち、昭和59年２月、同年３月、同年５月及び同

年７月の期間については、申立人が給与支給明細書等を所持していない

上、申立てに係る事業所は既に解散しており複数の元同僚も給与支給明

細書等を保存していないことなどから、当該期間における報酬月額及び

厚生年金保険料の控除額について、確認することができない。 

 

３ 申立期間②のうち、昭和62年10月の期間については、申立人の給与支

給明細書により、事業主により源泉控除していたと認められる保険料額

に基づく標準報酬月額は、オンライン記録における標準報酬月額（20万

円）を超えているものの、事業主から支給された申立人の報酬月額（20

万450円）に見合う標準報酬月額は20万円と認められ、当該標準報酬月

額はオンライン記録における標準報酬月額と一致していることから、特

例法に基づくあっせんは行わない。 

また、申立期間②のうち、昭和62年11月から平成元年９月までの期間

については、申立人が給与支給明細書を所持していない上、元同僚の一

人が62年１月から63年11月までの給与支給明細書を提出しており、当該



                      

  

給与支給明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う

標準報酬月額は、当該同僚のオンライン記録における標準報酬月額と合

致していることが確認できる。 

さらに、申立てに係る事業所は、前述のとおり既に解散しており、共

同代表取締役の一人は亡くなっていることから、申立人が主張している

報酬月額及び保険料控除額を確認することができない。 

このほか、申立期間①及び②において、申立人が給与支給明細書を所

持していない期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料の控除額について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6227 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料をＡ株式会社（現在は、株式会社

Ｂ）により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の

同社における資格喪失日に係る記録を昭和 53 年９月１日とし、申立期間

の標準報酬月額の記録を 13 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年８月 31 日から同年９月１日まで 

  私は昭和 50 年４月から 53 年８月 31 日までＡ株式会社に勤務してい

たので、厚生年金保険の資格喪失日は同年９月１日になるはずである。

正しい資格喪失日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書により、申立人は、申立

期間においてＡ株式会社で継続して勤務していたことが確認できる。 

   また、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿の「適用時等の調査記録

の給与の形態及び諸手当ならびに支払日等」欄によると、「月給、昇給４

月、毎月末締め、翌 10 日払い」の記載が確認できるところ、申立人から

提出された預金通帳によると、昭和 53 年９月 11 日に振り込まれた金額と

それ以前の 53 年１月 11 日から同年８月 11 日まで各月に振り込まれた金

額がほぼ一定額であることが確認できる上、申立人が、同年９月１日に資

格を取得したＡ株式会社の関連事業所（Ｃ株式会社）での給与が、同年

10 月９日に振込元「Ｄ」の名称で振り込まれていることが確認できるこ

とを踏まえると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

事業所別被保険者名簿における昭和 52 年８月の記録から、13 万 4,000 円



                      

  

とすることが妥当である。 

   一方、適用事業所名簿によると、Ａ株式会社は、昭和 53 年８月 31 日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間は厚生年金保険の

適用事業所ではない。 

   しかしながら、Ａ株式会社に係る商業登記簿謄本及び申立人を含む複数

の同僚に係る雇用保険被保険者記録により、当該事業所は厚生年金保険法

に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

   なお、事業主は、申立期間において厚生年金保険の適用事業所でありな

がら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認めら

れることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6228 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成３年 12 月１日から５年 10 月１日までの

期間について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額

は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該

期間の標準報酬月額に係る記録を 22 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 12 月１日から６年４月１日まで 

    平成元年４月１日から６年３月 31 日まで株式会社ＡにＢ担当として

勤務したが、ねんきん特別便で届いた標準報酬月額の記録が、３年 12

月から６年３月までの実際の金額と大きな差がある。本来の標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の

標準報酬月額は、当初、平成３年 12 月から５年２月までは 22 万円と記録

されていたところ、同年３月 29 日付けで、３年 12 月に遡って 11 万円に

減額訂正されていることが確認でき、申立人のほかにも 68 人の従業員が

同様に同日付けで減額訂正されていることが確認できる。 

また、株式会社Ａの元経理責任者は、当時保険料の滞納があったと供述

し、元取締役は、「当時、会社は経営破綻に近い状況にあり、社会保険料

の未払金があり、社会保険事務所担当者から、未払金の減額をしてもらえ

るという提案を受け、その指示の下、数名で全体総額になるように訂正案

を作成した。」と供述している。 

さらに、複数の元従業員が申立人は販売を担当していたと供述しており、

株式会社Ａの商業登記簿謄本に申立人の氏名は無いことから、当該遡及訂

正処理に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、平成５年３月 29 日付けで行われた標準

報酬月額の遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務



                      

  

所が行った当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があ

ったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録さ

れている申立人の３年 12 月から５年９月までの期間に係る標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 22 万円に訂正することが必

要である。 

一方、申立期間のうち、平成５年 10 月１日から６年４月１日までの期

間については、申立人は「当時受け取っていた給与の額と大幅に相違して

いる。」と主張している。 

しかし、オンライン記録において、申立人の標準報酬月額は、上記遡及

訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成５年 10 月１日）で 11 万

円と記録されており、当該処理について、遡及して記録訂正がなされた形

跡は無い上、上記遡及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情は見

当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとはいえない。 

また、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

事業主とは連絡が取れず、申立人の当該期間に係る報酬月額及び保険料の

控除について確認することができない上、別の元役員は、「倒産後、相当

期間が経過しているため、当時の資料は保存されていないと思われる。」

と供述していることから、申立人の当該期間に係る保険料の控除について

確認できない。 

このほか、申立人の当該期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案6234 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失日に

係る記録を昭和57年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の記録を

15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年８月31日から同年９月１日まで 

国側（厚生労働省）の記録によると、Ｂ船「Ｃ」に乗船中の昭和57年

８月31日にＡ株式会社の船員保険被保険者資格を喪失し、同年９月１日

にＤ株式会社で取得となっており、船員保険被保険者期間が１か月欠落

している。乗船中、給与は毎月支払われ、船員保険料も控除されていた

ので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人保管の船員手帳により、申立人はＢ船Ｃに昭和57年６月12日付け

でＥ港において雇い入れされ、Ｆ職として乗船していることが確認でき、

Ａ株式会社の事業主は、申立期間においても同船に乗船していたと証言し

ている。 

 また、Ａ株式会社は「弊社はＧ船三艘
そう

をＨ株式会社に定期貸船し、船員

をその貨物輸送に従事させていたが、経営をしていた兄弟３人のうち、長

男が死亡、二男がＩ職に名乗りを上げ、経営を継続することが困難になっ

たため、昭和57年８月31日に船員全員を解雇し、船員保険の適用事業所で

なくする手続を取った。船員全員解雇のため、全員をＤ株式会社に移籍さ

せた。」と証言している。  

さらに、Ａ株式会社の当時の代表取締役の実弟及びＤ株式会社は、「給



                      

  

与の締切日は毎月末日、支払日は当月25日、社会保険料は前月分を当月に

控除していた。」と回答しているところ、Ａ株式会社は、「Ｄ株式会社は

弊社の廃業に伴い、船員を引き継ぐために設立されたＨ株式会社（現在は、

Ｊ株式会社）の100％子会社であり、組合と協定した書類は見当たらない

ので詳細は判明しないが、引き継ぐ船員に対しては、昭和57年８月中は弊

社が給与の支給、社会保険料を控除して、同年９月分からＤ株式会社が給

与の支給及び社会保険料の控除をすることに決めたと思う。」と証言して

いるところ、Ｄ株式会社も同様の証言をしている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は申立期間において、船員保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 57 年７月の船員保険被保険者名簿の記録から 15 万円とすることが

妥当である。 

なお、オンライン記録によれば、Ａ株式会社は、申立期間において適用

事業所としての記録が無いが、当該期間においても、申立人を含めた複数

の同僚をＣに乗船させており、同社が船舶所有者であったことが推認でき

ることから、同社は船員保険法に定める適用事業所の要件を満たしていた

と推認できる。 

なお、申立人の申立期間における船員保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ株式会社が船員保険の適用事業所でありながら、昭和

57 年８月 31 日に全喪の届出を行っていたことが認められることから、申

立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6235 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたと認められることから、当該期間の標準賞与額に係る

記録を訂正することが必要である。 

また、申立期間①及び②に係る標準賞与額については、150 万円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年６月 10 日 

②  平成 20 年６月 10 日 

   ねんきん定期便によると、Ａ株式会社に勤務した期間のうち、申立期

間の賞与記録が空白となっている。申立期間の賞与支給記録を認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出された賞与通知書により、申立人は、申立期間①及

び②において賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間①及び②の標準賞与額については、当該賞与通

知書における賞与支給額及び保険料控除額から、150 万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る申立期間①及び②の賞与額に基づく保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は当該期間に係る賞与支払届を

社会保険事務所（当時）に届け出ていないことを認めていることから、そ

の結果、社会保険事務所は、当該期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6239 

 

第１ 委員会の結論    

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額の記録を 26 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年１月１日から８年１月 28 日まで 

    株式会社Ａに勤務していた申立期間の標準報酬月額が、実際に得てい

た給与額に比べて低いので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保

険者記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、

26 万円と記録されていたところ、株式会社Ａが厚生年金保険の適用事業

所でなくなった日（平成８年１月 28 日）の後の同年２月 21 日付けで、７

年１月１日に遡って標準報酬月額を 20 万円に減額訂正されていることが

確認できる。 

また、平成８年１月 28 日付けで株式会社Ａに係る被保険者資格を喪失

している 13 人の同僚についても、同年２月 21 日付けで、標準報酬月額が

遡って引き下げられていることが確認できる。 

一方、申立人は申立期間当時、株式会社Ａの取締役であったことが商業

登記簿において確認できるが、複数の同僚が「会社の経理や社会保険事務

は代表取締役及び監査役が担当していた。」と供述していることから、申

立人は当該遡及訂正処理に関与する立場になかったと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような遡

及により記録を訂正する合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、当初事業主が社会保険事務所に届け出た 26 万円に訂正す

ることが必要と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②における資格取得日は昭和 53 年４月１日、資格喪

失日は 54 年３月 21 日であることが認められることから、申立期間につい

て、厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 53 年４月から同年９

月までは 22 万円、同年 10 月から 54 年２月までは 20 万円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １  申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年５月から 53 年４月１日まで 

②  昭和 53 年４月１日から 54 年３月 21 日まで 

Ａ株式会社に勤務していた間の厚生年金保険被保険者記録が無かった

ため、昨年年金事務所で調べてもらったところ、私と同姓同名の記録は

存在するが、生年月日が相違するため、認められないと担当者から言わ

れた。 

当該記録は私の記録に間違いないと思われるので、第三者委員会で調

査の上、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚証言により、申立人が申立期間②において、Ａ株式会社に勤

務していたと推認できる。 

また、申立期間②については、健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人と氏名が一致する基礎年金番号に統合されていない被保険者

記録（資格取得日は昭和 53 年４月１日、資格喪失日は 54 年３月 21 日）

が確認できる。 

さらに、申立人が入社時の面接を担当したとする同僚（昭和 53 年５月

16 日資格取得、55 年７月 21 日資格喪失）に申立人の昭和 48 年頃の写真

を添付した上で照会したところ、「同封の写真は私の面接に立ち合った人



                      

  

に間違いない。私の在籍中にＢという姓は申立人一人しかいなかった。申

立人は私が入社した時には既にＡ株式会社に在籍しており、私より早く同

社を退職した。」旨の供述が得られているところ、Ａ株式会社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間において申立人と同姓の

厚生年金保険被保険者を確認することができないことから、当該厚生年金

保険被保険者記録は申立人の記録であると判断することができる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 53 年４月１日

に厚生年金保険被保険者資格を取得し、54 年３月 21 日に喪失した旨の届

出を社会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 

なお、申立期間②のうち昭和 53 年４月１日から 54 年３月 21 日までの

期間の標準報酬月額については、今回統合する健康保険厚生年金保険被保

険者名簿の記録から、昭和 53 年４月から同年９月までは 22 万円、同年

10 月から 54 年２月までは 20 万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間①については、オンライン記録により、事業主及び社会

保険事務担当者は既に他界していることが確認できる上、同僚等からも勤

務実態等について具体的な供述が得られないことから、申立人の当該期間

に係る厚生年金保険の適用状況等について、確認することができない。 

また、申立人に係る雇用保険の資格取得日は、昭和 53 年５月 21 日であ

ることが確認できるほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連事情等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6245 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①及び②に係る標準報酬月額の記録については、当該

期間のうち、昭和 56 年 12 月及び 57 年２月から同年９月までを 28 万円、

59 年２月を 32 万円、同年３月から同年９月までを 34 万円に訂正するこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年 10 月１日から 57 年 10 月１日まで 

② 昭和 59 年１月１日から同年 10 月１日まで 

    昭和 52 年９月１日から平成８年９月 30 日までＡ株式会社に勤めてい

たが、一部の期間について、年金事務所の記録を上回る厚生年金保険料

が給与から控除されていた。賃金支払明細票・諸控除明細票（以下「賃

金支払明細票」という。）を提出するので、調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、賃金支払明細票におい

て確認できる給与支給額の合計及び保険料控除額から、申立期間①のうち、

昭和 56 年 12 月及び 57 年２月から同年９月までは 28 万円、申立期間②の



                      

  

うち、59 年２月は 32 万円、59 年３月から同年９月までは 34 万円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明と回答しているが、事業主が保管する申立人に係る昭和 56

年９月１日及び 58 年７月１日付けの厚生年金保険資格取得確認および標

準報酬月額決定通知書によれば、標準報酬月額はオンライン記録どおりと

なっていることから、事業主は、賃金支払明細票において確認できる厚生

年金保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、昭和 56 年 10 月、同年 11 月、及び 57 年１月

の期間並びに申立期間②のうち 59 年１月の期間については、賃金支払明

細票で確認できる標準報酬月額は、オンライン記録により確認できる標準

報酬月額を上回らず、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あ

っせんは行わない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6246 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額の記録を平成７年７月から同年 12 月までは 28 万円、８年１月から

同年９月までは 50 万円、同年 10 月から９年９月までは 53 万円に訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年７月 24 日から９年 10 月１日まで 

株式会社Ａに勤務していた期間のうち、平成７年７月 24 日から９年

10 月１日までの標準報酬月額が、８年 12 月 25 日に遡って引き下げら

れている。これは事実と異なるので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の申立期間の標準報酬月額は平成８年

12 月 25 日付けで、７年７月から同年 12 月までは 28 万円から９万 8,000

円に、８年１月から同年９月までは 50 万円から９万 8,000 円に、同年 10

月から９年９月までは 53 万円から９万 8,000 円に遡及して訂正されてい

ることが確認できるほか、二人の同僚についても同様の遡及訂正処理が確

認できる。 

また、事業主は、申立期間当時、株式会社Ａは経営不振で社会保険料の

滞納があり、資金繰りに苦労していたと供述している。 

なお、申立人は、申立期間の一部において当該事業所の取締役であった

ことが確認できるが、事業主は、「申立人は役員ではあったが、事務員で

あり権限は無く、総務、人事、社会保険関係業務には一切関与していなか

った。」と供述し、「申立人の申立期間の標準報酬月額について、年金事

務所の記録が９万 8,000 円となっている訂正処理については、申立人は当

時知らなかったはずである。」とも供述しており、申立人が当該減額訂正

に関与していたとは考え難い。 



                      

  

さらに、申立人が保管していた平成８年度分給与所得の源泉徴収票の給

与総額及び社会保険料の控除額の記載内容においても、申立期間の給与額

に遡及訂正処理に該当するような変動があったとは認め難い。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、当該訂正処理を遡及

して行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額につ

いて、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る

標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の

記録から、平成７年７月から同年 12 月までは 28 万円、８年１月から同年

９月までは 50 万円、同年 10 月から９年９月までは 53 万円とすることが

必要である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6249 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける厚生

年金保険被保険者資格喪失日に係る記録を昭和55年２月21日に訂正し、当

該期間の標準報酬月額に係る記録を５万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年９月 21 日から 55 年２月 21 日まで 

Ｂ市にあった株式会社Ａに勤務していた期間の厚生年金保険被保険者

記録を調べてみたところ資格喪失日として、昭和 54 年９月 21 日となっ

ていた。 

しかし、私が同社に勤務していたのは 55 年２月 20 日までであり、厚

生年金保険の被保険者資格喪失日は同年２月 21 日になるはずである。

退職証明書を添付するので、被保険者資格の喪失日を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び申立人が所持する退職証明書から判断する

と、申立人が昭和 55 年２月 20 日まで株式会社Ａに勤務していたことが確

認できる。 

また、申立期間において申立人及び同僚の供述から、申立人は、株式会

社Ａに入社して以降、勤務形態及び業務内容等に変更は無く、55 年２月

20 日まで勤務していたものと推認できる。 

さらに、当時の株式会社Ａの事務担当者は、「社会保険の喪失手続は退

職に伴って行っていたはずである。」と供述し、オンラインの記録では、

申立人と同一の業務を行っていた上記の同僚を含む７人については、申立

期間に係る厚生年金保険被保険者記録が継続していることが確認できる上、



                      

  

いずれの者も雇用保険の離職日の当日又は翌日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失していることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、株式会社Ａに係る昭和 54

年 10 月の定時決定における健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録か

ら、５万 6,000 円とすることが妥当である 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は当時の資料については保存していないため不明である

としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格取得日に係る記録を昭和 48 年３月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を９万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年３月 28 日から同年４月 28 日まで 

    昭和 44 年５月１日からＡ株式会社Ｃ工場に勤務し、48 年３月 28 日

の人事異動により同社Ｂ工場に転勤になったが、その際、同年３月 28

日から同年４月 28 日までの期間の厚生年金保険被保険者の記録が１か

月間空白となっているので、申立期間を被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主提出の人事記録及び雇用保険の被保険者記録により、申立人はＡ

株式会社に継続して勤務し（昭和 48 年３月 28 日に同社Ｃ工場から同社Ｂ

工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社Ｂ工場の健康保

険厚生年金保険被保険者原票の昭和 48 年４月の記録から、９万 8,000 円

とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は、厚生年金保険被保険者資格取得届におけ

る資格取得日を誤って昭和 48 年４月 28 日として届け出たことを認めてい

ることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年３月の保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6252 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は、平

成６年４月１日であったと認められることから、同社における資格取得日

に係る記録を同日に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年４月１日から平成５年 10 月１日まで 

             ② 平成６年１月１日から同年４月１日まで 

             ③ 平成６年 10 月１日から 12 年７月 31 日まで 

申立期間①について、Ｂ株式会社の厚生年金保険に係る標準報酬月額

に住宅手当、通勤費（定期代）、残業代、休日出勤代が含まれていない

ので、上記諸手当を含めた標準報酬月額に訂正してほしい。 

申立期間②は、国民年金保険料を納付しており、Ａ株式会社に入社し

ていなかったので、同社の厚生年金保険の資格取得日を、入社日である

平成６年４月１日に訂正してほしい。 

申立期間③について、Ａ株式会社の厚生年金保険に係る標準報酬月額

が、当時の給与額に比べて低いので、給与額に見合う標準報酬月額に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、オンライン記録によれば、申立人のＡ株式会社

に係る厚生年金保険の資格取得日は平成６年１月１日と記載されている

ところ、同社の人事総務担当者は、「Ｃ基金が代行返上する際の資料

（要確認加入員一覧）では、申立人の同基金に係る当初の資格取得日は

同年４月１日と記載されているが、当時は厚生年金基金の記録を、厚生

年金保険の記録に一致させる必要があり、申立人の資格取得日を同年４

月１日から同年１月１日に訂正したものと推測される。」と回答してい

る。 

また、Ａ株式会社提出の社員台帳及び雇用契約書には、申立人の入社

年月日は平成６年４月１日と記載され、雇用の効力の発生日は同日とさ

れている。 



                      

  

なお、Ｄ市の回答文書によれば、申立人は申立期間②を含む平成５

年 10 月から６年３月まで国民健康保険に加入しており、オンライン記

録によれば、申立人は、同年１月から同年３月までの期間の国民年金

保険料を納付したものの、18 年３月に同期間に係る当該保険料を還付

されている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者資格

の取得日は、平成６年４月１日であったと認められる。 

 

２ Ｂ株式会社では、申立期間①当時の申立人の給与額及び厚生年金保

険料控除額を確認できる賃金台帳等の資料は無く、申立人が主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除していたか不明

としている上、同僚からも、申立人の給与額及び厚生年金保険料控除

額について、供述を得られない。 

また、Ｂ株式会社が加入しているＢ組合提出の記録によれば、申立人

の平成３年 10 月１日付けの標準報酬月額は 28 万円、４年 10 月１日付

けの標準報酬月額は 30 万円であり、オンライン記録の標準報酬月額と

一致していることが確認できる。 

さらに、申立人提出のＢ株式会社に係る平成４年 11 月分の給与支給

明細書に記載された支給額に見合う標準報酬月額及び厚生年金保険料

控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一

致していることが確認できる。 

 

３ Ａ株式会社提出の申立人に係る給与台帳を見ると、申立期間③の全期

間において、給与から控除されている厚生年金保険料は、オンライン記

録の標準報酬月額に見合うものであることが確認できる。 

また、申立人提出のＡ株式会社に係る平成 12 年５月分の給与支給明

細書に記載された支給額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標

準報酬月額を上回っているものの、厚生年金保険料控除額に見合う標準

報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認

できる。 

 

４ このほか、申立人の申立期間①及び③に係る厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は申立期間①及び③について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6253 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準

報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることか

ら、平成７年 11 月１日から 10 年３月 21 日までの期間に係る標準報酬月

額の記録を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年１月８日から平成２年８月１日まで 

② 平成７年 11 月１日から 10 年３月 21 日まで 

③ 平成 13 年１月１日から 17 年９月 30 日まで 

株式会社Ａに勤務した期間のうち申立期間①及び②について、給与は

約 100 万円で、給与から標準報酬月額の上限額に基づく厚生年金保険料

が控除されていたと思うので、当該期間の標準報酬月額の記録を訂正し

てほしい。 

また、代表取締役としてＢ株式会社に勤務した期間のうち申立期間③

について、給与は約 47 万円で、給与から標準報酬月額 47 万円に基づく

厚生年金保険料が控除されていたと思うので、当該期間の標準報酬月額

の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａ

における厚生年金保険の標準報酬月額は、平成７年 11 月から９年 10 月

までの期間は 59 万円とされていたところ、同年 11 月 27 日付けで、７

年 11 月１日に遡って９万 2,000 円に減額訂正されていることが確認で

きる。 

また、同社における同僚５名の申立期間②に係る標準報酬月額が９万

2,000 円、元代表取締役の同標準報酬月額が９万 8,000 円に、申立人と

同様に遡及して訂正されていることが確認できる。 

さらに、同社の元代表取締役は、「当時、社会保険料の滞納があり、



                      

  

自分が社員の標準報酬月額を９万 2,000 円に引き下げる届出を行った。

当該遡及訂正について、申立人には説明しなかった。」と供述している。 

加えて、同社に係る閉鎖登記簿謄本によると、申立期間②当時、申立

人は同社の監査役として登記されていたことが確認できるが、同社にお

ける複数の同僚及び元代表取締役は、「申立人はＣ支社長として勤務し

ていたので、給与計算及び社会保険事務手続には関与していない。」旨

の供述をしている。 

これらを総合的に判断すると、当該処理を遡及して行う合理的な理由

は無く、標準報酬月額に係る有効な記録の訂正があったとは認められな

いことから、申立人の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初

届け出たとおり、平成７年 11 月１日から 10 年３月 21 日までの期間は

59 万円に訂正することが必要と認められる。 

 

２ 申立期間①について、株式会社Ａの元代表取締役は、「当時の資料を

保管していないため、申立人の給与から控除した保険料額は不明。」と

供述している。 

また、申立期間①当時に株式会社Ａで厚生年金保険被保険者となって

いる 17 名に照会し、10 名から回答を得たが、申立人の給与からその主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されていた旨の回答

を得ることができなかった。 

さらに、申立人の給与からその主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料が控除されていたことが分かる給与明細書などの資料は見当た

らない。 

なお、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を調べたが、

申立期間①の標準報酬月額が変更された形跡は見られなかった。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

３ 申立期間③のうち平成 16 年９月１日から 17 年９月 30 日までの期間

について、オンライン記録によると、申立人のＢ株式会社における標準

報酬月額は 16 万円とされていたところ、18 年２月 15 日に、９万 8,000

円に減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、同社に係る閉鎖登記簿謄本の記載から、当該処理が行

われた当時、同社の代表取締役であったことが確認できる申立人は、

「申立期間③の標準報酬月額を減額する処理を行えば、社会保険料の滞

納額を減らすと社会保険事務所の職員に言われ、仕方なく応じた。事業



                      

  

主印は自分が持っていた。」と供述しており、同社の代表取締役として、

自らの標準報酬月額の減額に同意したものと考えられる。 

また、申立人の給与からその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料が控除されていたことが分かる給与明細書などの資料は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、同社の代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂

正に同意しながら、当該標準報酬月額の減額処理が有効なものではない

と主張することは信義則上許されず、申立人の当該期間の標準報酬月額

に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 

４ 申立期間③のうち平成 13 年１月１日から 16 年８月 31 日までの期間

について、Ｂ株式会社の代表取締役であった申立人は、「当時の資料を

保管していないため、給与から控除した保険料額は確認できない。」と

供述している上、申立期間③当時に同社で厚生年金保険被保険者となっ

ている６名に照会し、１名から回答を得たが、申立人の給与からその主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が控除されていた旨の回答

は得られなかった。 

また、申立人の給与からその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料が控除されていたことが分かる給与明細書などの資料は見当たら

ない。 

このほか、当該期間当時、申立人の給与からその主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6254 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、13 万円とする

ことが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 20 日 

    株式会社Ａから申立期間に賞与が支給され、保険料も控除されている

が、当該賞与に係る記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の申立期間に係る冬期賞与明細書から、申立人は、当該支給

された賞与から厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認め

られるところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額又は申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の冬

期賞与明細書の賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、13 万円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は当該期間に係る賞与支払届の提出

を社会保険事務所（当時）に行ったと思うとしているが関係資料が無く不

明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



                      

  

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6255 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち昭和 56 年９月から 57 年２月までの期間を 11 万 8,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年９月８日から 57 年３月 21 日まで 

    昭和 55 年９月８日から 57 年３月 21 日まで株式会社Ａで正社員とし

て勤務したが、「ねんきん定期便の標準報酬月額と保険料納付額の月

別状況」によると、申立期間の記録が、所持している給与明細書の給

与額及び保険料控除額と合致していない。標準報酬月額を給与明細書

のとおりに訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当該期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

申立期間のうち昭和 56 年９月は、申立人が提出した給与明細書（56 年

10 月分）から、オンライン記録により確認できる標準報酬月額（９万

8,000 円）を超える報酬月額（13 万 6,689 円）の支払を受け、当該報酬月

額に基づく標準報酬月額より高い標準報酬月額（11 万 8,000 円）に相当

する厚生年金保険料控除額（5,251 円）を事業主により給与から控除され



                      

  

ていたことが認められる。 

また、昭和 56 年 10 月から 57 年２月までの期間については、上記の給

与明細書（56 年 11 月分から 57 年３月分まで）から、当該期間において

オンライン記録により確認できる標準報酬月額（10 万 4,000 円）を超え

る報酬月額（12 万円）の支払を受け、報酬月額に基づく標準報酬月額

（11 万 8,000 円）に相当する厚生年金保険料控除額（5,251 円）を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

したがって、申立人の標準報酬月額の記録については、上記の給与明細

書より確認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間のうち、昭和 56

年９月から 57 年２月までを 11 万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は顧問社会保険労務士に委託していたから不明としているが、上記

給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額

とオンライン記録で記録されている標準報酬月額が、あっせんとした期間

を含め、長期間にわたり一致していないことから、その結果、社会保険事

務所（当時）は、当該期間における申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 55 年９月から 56 年８月までの期間につい

ては、給与明細書における厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

オンライン記録より確認できる標準報酬月額と同額又は低額であることか

ら、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6256 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立期間①に係る標準報酬月額の記録は、当該期間のうち、平成元年

10 月から２年３月までの期間は 38 万円、同年４月は 36 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

２ 申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａの資格

取得日を平成４年４月 23 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額の記録

を 12 万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

たか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

                             

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： ① 昭和 63年 10月１日から平成２年５月 21日まで 

 ② 平成４年４月 23 日から同年５月１日まで 

    申立期間①については、Ｂ株式会社に勤務した期間のうち、日本年金

機構の記録では申立期間の保険料控除額が給料支払明細書における保険

料控除額と異なっている。申立期間の標準報酬月額の記録を実際の控除

額に見合う額に訂正してほしい。 

    また、申立期間②については、株式会社Ａに平成４年４月 23 日から

同年９月 17 日まで勤務し、給料支払明細書では５か月分の厚生年金保

険料が控除されているが、日本年金機構の記録では被保険者期間は４か

月しかない。被保険者期間を５か月と認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 



                      

  

１ 申立期間①について、申立人は、当該期間の標準報酬月額の相違につ

いて申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額

を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額又は申立

人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が提出した給

料支払明細書における報酬月額及び厚生年金保険料控除額の記録から、

平成元年 10 月から２年３月までは 38 万円、２年４月は 36 万円に訂正

することが必要である。 

  一方、申立期間①のうち、昭和 63 年 10 月から平成元年９月までの期

間については、上記給料支払明細書の厚生年金保険料控除額に見合う標

準報酬月額がオンライン記録上の標準報酬月額を上回っていないことが

確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

  なお、申立人に係る申立期間①のうち、平成元年 10 月から２年４月

までの期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給料支払明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う

報酬月額の届出を社会保険事務所(当時)に対して行ったか否かについて

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②について、株式会社Ａの事業主の供述及び申立人提出の平

成４年４月の給料支払明細書から、申立人は申立期間②において同社に

勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められることから、申立人の同社に係る資格取得日を４年

４月 23 日に訂正することが必要である。 

  また、申立人の当該期間の標準報酬月額の記録については、申立人が

提出した給料支払明細書において確認できる報酬月額から 12 万 6,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行

については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 



                      

  

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6258 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 47 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年 10 月１日から 62 年 10 月１日まで 

    日本年金機構の記録では、昭和 61 年 10 月から 62 年９月までの標準

報酬月額が 13 万 4,000 円となっている。標準報酬月額が違っていると

思うので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ基金加入員台帳により、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は 47

万円（上限）であることが確認できる上、事業主提出の厚生年金基金加入

員標準給与月額算定基礎届においても、申立期間に係る標準報酬月額が

47 万円（上限）であることが確認できる。 

また、Ｂ株式会社は、「申立期間当時の届出書は、６枚か７枚の複写式

の用紙を使用しており、事業所から社会保険事務所、厚生年金基金、健康

保険組合に正・副２枚の用紙を送り、受付印押印後、事業所に控えが戻

る。」と供述している。 

さらにＢ株式会社は、「申立期間の標準報酬月額 13 万 4,000 円は、事

業所から届け出た算定基礎届の標準報酬月額と違っていると推測できるの

で、調査をして、訂正してほしい。」としている上、申立人の申立てどお

りの標準報酬月額に係る厚生年金保険料を控除したとする証明書を提出し

ている。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が主張する標準報酬月

額に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、厚生年金基金加入員台

帳から、47万円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6259 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 15 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月２日 

    平成 17 年 12 月２日に支給された賞与から厚生年金保険料が控除され

ているが、年金額の計算の対象とならない記録とされているので、当該

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、平成 17 年 12 月２

日に株式会社Ａから賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書における当該

賞与額に係る厚生年金保険料控除額から 15 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に

対して提出していなかったこと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を

納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6260 

 

第１ 委員会の結論 

総務大臣から平成 23 年４月 26 日付けで行われた申立人の年金記録に

係る苦情のあっせんにおける申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録

について、申立期間①のうち、昭和 55 年１月を 11 万円、同年９月を 11

万円、60 年９月を 19 万円、申立期間②のうち、平成元年 12 月を 24 万円、

２年 12 月を 26 万円、４年８月を 11 万 8,000 円、６年 10 月を 28 万円、

８年９月を 32 万円、15 年３月を 38 万円、16 年９月を 34 万円、17 年８

月を 34 万円、18 年８月を 34 万円、及び 19 年６月を 15 万円に訂正した

記録については、当該あっせんによらず、申立期間①のうち、55 年９月

を 12 万 6,000 円、及び 60 年９月を 22 万円、申立期間②のうち、平成元

年 12 月を 28 万円、２年 12 月を 28 万円、６年 10 月を 32 万円、８年９月

を 34 万円、15 年３月を 36 万円、16 年９月を 36 万円、17 年８月を 36 万

円、及び 18 年８月を 36 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立人の平成 15 年７月 31 日、16 年７月 30 日、同年 12 月 28 日、

及び 17 年 7 月 29 日に係る標準賞与額の記録について、15 年７月 31 日を

8,000 円、16 年７月 30 日及び同年 12 月 28 日を６万 3,000 円、及び 17 年

７月 29 日を５万 6,000 円に訂正した記録については、当該あっせんによ

らず、当該期間に係る標準賞与額の記録については、15 年７月 31 日を

9,000 円、16 年７月 30 日及び同年 12 月 28 日を６万 2,000 円、及び 17 年

７月 29 日を５万 5,000 円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年８月１日から 63 年５月 26 日まで 

② 昭和 63年８月 26日から平成 20年９月１日まで 



                      

  

申立期間において、給与明細の厚生年金保険料控除額とねんきん定

期便に記載されている保険料納付額が一致しておらず、また、平成

15 年７月 31 日、15 年 12 月 26 日、16 年７月 30 日、16 年 12 月 28

日及び 17 年７月 29 日に一時金（賞与）を支給され、厚生年金保険

料が控除されているが、ねんきん定期便には当該賞与に係る記録が

無いので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の申立期間①及び②における標準報酬月額に係る記録については、

申立人から提出された給与明細書（給与明細書が無いため確認できない月

分については、当該月の前後の給与明細書から推認）から申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと、及び事業主

は申立期間に係る保険料納付義務を履行していないとして、既に当委員会

で決定したあっせん案の報告に基づき、総務大臣から平成 23 年４月 26 日

付けの年金記録に係る苦情のあっせんが行われている。 

  ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額（標準賞与額）

を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額（賞与額）のそ

れぞれに見合う標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額（標準賞与額）のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

しかしながら、前回なされたあっせんについては、その審議において、

特例法に基づく上述の認定方法を前提とした申立期間①及び②に係る標準

報酬月額の検証が行われていなかったことが確認された。 

このため、改めて特例法に基づく認定方法により当該事案を再審議し

た結果、申立人が所持する当該期間に係る全ての給与明細書において確認

できる報酬月額及び保険料控除額から、上述認定方法に基づいて、申立期

間①及び②に係る標準報酬月額の記録については、申立期間①のうち、55

年９月を 12 万 6,000 円、60 年９月を 22 万円、平成元年 12 月を 28 万円、

２年 12 月を 28 万円、６年 10 月を 32 万円、８年９月を 34 万円、15 年３

月を 36 万円、16 年９月を 36 万円、17 年８月を 36 万円、及び 18 年８月

を 36 万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は当時の資料が無いことから不明としているが、厚生年金基金の記

録における申立人の当該期間に係る標準報酬月額が、厚生年金保険の記録

における標準報酬月額と一致しており、厚生年金基金及び社会保険事務所

（当時）の双方が誤って記録したとは考え難いことから、事業主は、給与



                      

  

明細書等において控除されていたと認められる保険料控除額に見合う報酬

月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該報酬月額に見合う保険料の納入告知を行っておらず、事業主は、当該

期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 一方、申立期間①のうち昭和 55 年１月１日から同年２月１日までの期

間、申立期間②のうち平成４年８月１日から同年９月１日までの期間及び

19 年６月１日から同年７月１日までの期間については、上述の給与明細

書から上述のとおりあっせんが行われ、特例法第１条第１項の規定により

申立期間①の標準報酬月額に係る記録のうち、昭和 55 年１月は 11 万円、

申立期間②の標準報酬月額に係る記録のうち、平成４年８月は 11 万

8,000 円、及び 19 年６月は 15 万円と訂正されている。 

しかしながら、申立期間①のうち昭和 55 年１月１日から同年２月１日

までの期間は早出残業手当等の減少により報酬額が減少し、当該報酬額に

相当する標準報酬月額はオンライン記録における標準報酬月額と同額であ

ったこと、申立期間②のうち平成４年８月１日から同年９月１日までの期

間及び 19 年６月１日から同年７月１日までの期間については出勤日数の

減少により報酬額が減少し、当該報酬額に相当する標準報酬月額はオンラ

イン記録における標準報酬月額を下回っていたことが確認された。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

平成 23 年４月 26 日付けのあっせんは、事実関係を誤認したものであり、

申立期間①の標準報酬月額に係る記録のうち、昭和 55 年１月１日から同

年２月１日までの期間、申立期間②の標準報酬月額に係る記録のうち、平

成４年８月１日から同年９月１日までの期間及び 19 年６月１日から同年

７月１日までの期間における標準報酬月額に係る記録の訂正を行うことは

できないものと認められる。 

 申立人の平成 15 年７月 31 日、16 年７月 30 日、同年 12 月 28 日、及び

17 年７月 29 日の標準賞与額に係る記録については、上述の給与明細書か

ら上述のとおり苦情のあっせんが行われている。 

しかしながら、前回なされたあっせんについては、その審議において、

上述の標準報酬月額と同様、特例法に基づく上述の認定方法を前提とした

当該期間に係る標準賞与額の検証が行われていなかったことが確認された

ため、改めて特例法に基づく認定方法により当該事案を再審議した結果、

給与明細書において確認できる賞与額及び保険料控除額から、上述の認定

方法に基づいて、当該期間に係る標準賞与額の記録については、15 年７

月 31 日を 9,000 円、16 年７月 30 日及び同年 12 月 28 日を６万 2,000 円、

及び 17 年７月 29 日を５万 5,000 円に訂正することが妥当である。 

なお、当該標準賞与額に係る保険料の事業主による納付義務の履行に



                      

  

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う賞与額

の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められ

ない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4455 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年６月から 53 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 49 年６月から 53 年５月まで 

私は、昭和 49 年３月に結婚と同時にＡを退職しＢ区へ転居した。そ

の後、生活環境が少し落ち着いた 49 年６月頃に、近所のＣ郵便局にお

いて、自分で国民年金の加入手続を行い、毎月保険料を納付していた。

それにもかかわらず、申立期間の保険料が未納となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年３月に結婚と同時にＡを退職しＢ区へ転居し、そ

の後、生活環境が少し落ち着いた 49 年６月頃に、近所のＣ郵便局におい

て、自分で国民年金の加入手続を行い、毎月保険料を納付していたとして

いる。しかしながら、Ｂ区役所は、郵便局では国民年金の加入手続は行っ

ていないと回答しており、申立人の申述と符合しない上、納付したとする

国民年金保険料額も記憶していないなど、国民年金の加入手続及び保険料

納付に関する記憶が明確でなくこれらの状況が不明である。 

また、申立人は、申立期間当時は任意加入被保険者であったところ、申

立人が所持する年金手帳の国民年金の初めて被保険者となった日欄には昭

和 53 年６月 14 日と記載され、Ｄ市の国民年金被保険者名簿及びオンライ

ン記録においても資格取得年月日は同年月日と記載されていることから、

申立期間は未加入期間と推認され、制度上保険料を納付できない期間であ

る上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう



 

  

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4456 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年３月から 53 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月から 53 年１月まで 

    私は、日本年金機構から年金加入歴が届き、未加入期間があることを

知った。私の妻が、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

した。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その妻が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

したとしているものの、その妻は、国民年金の加入時期及び保険料の納付

場所や納付方法等について分からないとしており、申立期間に係る国民年

金の加入状況及び保険料の納付状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から昭和 53 年２月頃に払い出されたと推認されるところ、

申立人が現在所持する年金手帳の「初めて被保険者になった日」欄には

「昭和 53 年２月 15 日」と記載され、オンライン記録の資格取得日も同日

とされていることから、その時点では、申立期間のうち 40 年３月から 50

年 12 月までは時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、ま

た、51 年１月から 53 年１月までについても任意未加入期間であり、制度

上保険料を遡って納付できない期間である上、当委員会においてオンライ

ンの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人から調査の協力が得られな

いことから、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4457（事案 3555 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 11 月から 50 年３月までの期間及び 59 年 10 月から

62 年９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年 11 月から 50 年３月まで 

             ② 昭和 59 年 10 月から 62 年９月まで 

申立期間①については、父が私の国民年金の加入手続を行い、加入後

の国民年金保険料については、父が家族の国民年金保険料をまとめ、最

初は隣組の人の集金、途中から市役所の人の集金で納付した。 

申立期間②については、当時Ａ職員であった同級生が集金に来て、妻

が夫婦二人分の国民年金保険料の納付書とお金を渡し間違いなく納付し

た。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は国民年金保険料の納付に関与してお

らず、申立人の保険料を納付したとするその父も昔のことなので明確な

記憶が無いとしており、国民年金の加入手続及び保険料の納付状況が不

明であり、また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和

50 年９月頃の時点では、申立期間の一部分は時効により納付できない

期間である上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

も見当たらないなどとして、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年９

月１日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

     

  ２ 申立期間②については、Ｂ市の国民年金被保険者名簿の記載内容から、

申立人が保険料を納付した形跡がうかがえない上、申立期間②の国民



 

  

年金保険料を渡したとする当時Ａ社員であったその同級生からは明確

な供述は得られず、Ｃ地のＡにも申立人の保険料納付に係る資料は無

いなどとして、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年９月１日付け年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 

  ３ 今回申立人は、申立期間①について、新たな事情は無いとしており、

今回新たに当委員会において、申立人が当該期間に住民票があった住

所地を管轄するＤ年金事務所（当時は、Ｅ社会保険事務所）及びＦ年

金事務所（当時は、Ｇ社会保険事務所）が保管する国民年金手帳記号

番号払出簿（紙台帳）をそれぞれ閲覧し、申立人に別の国民年金手帳

記号番号が払い出された可能性について調査したが、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらなかった。 

また、申立期間②について、今回申立人は、新たな証言者として前回

とは別のＡ職員を指名したが、そのＡ職員は申立期間②の約５年後の平

成４年にＡへ入社した職員で、当該期間の国民年金保険料の納付状況に

関する具体的な証言を得ることはできないことから、これは当委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

さらに、本再申立事案の口頭意見陳述において、申立期間①及び②の

国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を裏付ける事情をくみ取

ろうとしたが、具体的な新しい証言や証拠を得ることはできなかった。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立人は申立期間①及び②の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4458 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年４月から３年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年４月から３年８月まで 

        私は、申立期間の時点では国民年金に加入しておらず、平成３年９月

にＡ株式会社に就職した際、そのことについて上司から指摘があり、同

社は、私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を遡

って一括納付してくれた。私は、その保険料を毎月の給料から差し引か

れて、１年又は２年くらいかけて同社に返済した。申立期間の保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成３年９月にＡ株式会社に就職した際、同社が、申立期間

に係る申立人の国民年金加入手続を行い、同期間の国民年金保険料を遡っ

て一括納付し、申立人は、その保険料を１年又は２年くらいかけて同社に

返済したとしている。しかしながら、同社は、申立人の国民年金加入及び

保険料納付については、当時の給与明細等の資料が無く、当時の担当者は

既に退職していることから、これらについて確認不能であり、また、申立

期間当時の同社における国民年金の取扱いについては、その当時の総務関

係者は全員退職していることから、確認できないとしている上、申立人は、

申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

月々の返済額については記憶が明確でないことから、これらの状況が不明

である。 

また、申立人が所持する年金手帳には国民年金に加入した旨の記載が無

く、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険手帳記号番号が付番されている

ことから、申立期間は、平成９年１月に基礎年金番号制度が導入される以

前は未加入期間であったと推認され、制度上当該期間は保険料を納付する



 

  

ことができない期間である。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人は申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4459 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年９月から 54 年７月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年９月から 54 年７月まで 

私は、昭和 53 年８月末をもってＡ株式会社Ｂ工場を退職した。その

際、会社から「国民年金の免除申請はこちらが手続をしておく。」と言

われたので免除になっていると思っていたのに、申立期間が免除になっ

ていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年８月に会社を退職し、その際、会社から「国民年

金の免除申請はこちらが手続をしておく。」と言われたとしているが、申

立人は免除申請手続に関与しておらず、また、申立人が退職した会社では、

当時の担当者は既に退職しており、会社が免除申請を行ったか否かについ

ては不明であるとしていることから、免除申請を行ったとする状況が不明

である。 

   また、申立期間について、その夫は厚生年金保険に加入していることが

オンライン記録から確認できることから、申立人は被扶養配偶者であり、

国民年金は任意加入被保険者であったと推認され、制度上、申請免除の対

象者でなかったと考えられる。 

さらに、申立人の所持する国民年金手帳及びオンライン記録から、申立

人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年８月 14 日に任意加入被保険者の資

格を取得した際に払い出されたと確認でき、その時点では、制度上、遡っ

て免除申請を行うことはできなかった上、当委員会においてオンラインの

氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡も見当たらない。 

   加えて、申立期間について免除の承認を受けたこと及び免除申請書を提



 

  

出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認を受けたことをう

かがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4461 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 10 年６月から 14 年６月までの国民年金保険料については

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年６月から 14 年６月まで 

    申立期間について、私は、平成 10 年７月に結婚して住所をＡ区に移

してＡ区役所及び局名は覚えていないが近くの郵便局で保険料を毎月納

付していた。13 年８月に夫婦でＢ区の私の実家に転居した後は、Ｂ区

役所、Ｃ所及びＤ郵便局等で納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、平成 10 年７月に結婚してＡ区及びＢ区

に居住したとしている。しかしながら申立人の申立期間の国民年金保険料

の納付場所、納付方法等に関する記憶が明確でなく、保険料の納付状況が

不明である。 

また、当時同居していた申立人の元夫の申立期間の国民年金保険料は未

納となっている上、申立期間はＡ区とＢ区の２つの行政機関にまたがって

おり、これら２つの行政機関において国民年金の記録管理に誤りが続いた

とは考え難い。 

さらに、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記

録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4464 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 20 年６月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20 年６月 

私は病気で会社を退職した平成 20 年６月頃、厚生年金保険から国民

年金への切替手続をし、国民年金保険料の免除申請を行った。私は、そ

の後届いた納付書を用いて、20 年６月分から同年 12 月分の保険料を同

年 12 月から毎月１か月分ずつコンビニエンスストア（以下「コンビ

ニ」という。）において納付した。同年６月分は同年 12 月に納付した。

保険料額は４分の１免除の１万 810 円であり、保険料の納付を行ったコ

ンビニは、ＡのＢ店、ＣのＤ店又は同Ｅ店であった。同年７月分から同

年 12 月分までの保険料は納付済みとなっているにもかかわらず、申立

期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 20 年６月頃、国民年金保険料の免除申請を行い、その

後送付されてきた納付書を用いて、20 年６月分の４分の１免除の保険料

１万 810 円を同年 12 月末頃に、ＡのＢ店、ＣのＤ店又はＥ店において納

付したとしている。 

しかしながら、申立人は、口頭意見陳述において、平成 20 年６月分の

国民年金保険料を納付したコンビニは、当初に申し立てた２社のコンビニ

ではなく、Ｆのコンビニであったかもしれないとし、納付時期は平成 20

年 12 月頃だったかもしれないとしており、申立人の保険料の納付場所及

び納付時期に関する記憶は明確ではない。 

また、Ａ、Ｃ及びＦの本部３社のいずれもが申立てに係る保険料を取り

扱った記録は無いとしている上、日本年金機構も、これら３社のコンビニ

から申立てに係る保険料の納付データを受信した記録は見当たらないとし



 

  

ている。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

なお、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管理

業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学式

文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、平

成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記録

漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4465 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から平成４年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年４月から平成４年３月まで 

    私は、平成２年の結婚を契機に国民年金に加入して、２年間遡って納

付し、その後も保険料を納付していたので、申立期間の保険料が未納と

なっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成２年の結婚を契機に国民年金に加入して、２年間遡って

保険料を納付し、その後も保険料を納付していたとしている。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の

被保険者の資格取得時期から平成６年５月頃に払い出されたと推認され、

その時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、

当委員会において、オンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4468 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年 11 月から 53 年３月までの国民年金保険料について

は、還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年 11 月から 53 年３月まで 

昭和 52 年 11 月 30 日で国民年金の被保険者の資格を喪失していると

のことだが、私は国民年金をやめた記憶は無い。また、保険料は還付さ

れているとのことだが、私は還付金をもらった記憶も無い。申立期間の

保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料に係る還付金を受け取っていない

と主張しているが、申立人の国民年金被保険者台帳（旧台帳）には、還付

対象期間、還付金額が明確に記載され、その内容は申立人が前納した保険

料と還付された保険料が当時の取扱いと符合することから、この記載内容

に不合理な点は無く、ほかに申立人に対する保険料の還付を疑わせる事情

も見当たらない。 

また、オンライン記録及び国民年金被保険者台帳（旧台帳）では、申立

人は昭和 52 年 11 月 30 日に国民年金の任意加入被保険者資格を喪失して

おり、申立期間は国民年金の未加入期間であることから、申立期間の保険

料が還付されていることについて不自然さは見られない。 

   さらに、申立人から国民年金任意加入被保険者の資格喪失届出時期及び

当該手続についての具体的な状況を聴取できないため、これらの状況が不

明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと

認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4469 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年５月から 42 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年５月から 42 年１月まで 

    昭和 42 年２月頃に、父が私の国民年金の加入手続をＡ市役所で行い

保険料を納付してくれた。43 年 12 月に結婚後、Ｂ市役所（現在は、Ｃ

市Ａ区役所）から、未納期間の保険料を納付するように連絡があり、未

納となっている期間の保険料を夫婦一緒に一括で納付したと記憶してお

り、夫の保険料は全て納付済みとなっている。私は 20 歳から国民年金

に加入していたと記憶しているので、申立期間が未加入期間となってい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年２月頃に、その父が、申立人が 20 歳から国民年金

に加入する手続をＡ市役所で行い、保険料を納付してくれていたとしてい

るが、国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとするその父は既に他

界しており、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関

与していないため、これらの状況が不明である。 

また、申立人は、昭和 43 年 12 月に結婚した後に、Ｂ市役所から未納期

間の保険料を納付するように連絡があったので、未納となっている期間の

国民年金保険料を夫婦一緒に一括で納付したとしているが、申立人の国民

年金手帳記号番号は、その記号番号の前後の被保険者の資格取得時期から、

42 年４月頃に払い出されたと推認され、オンライン記録によると、申立

人は同年２月１日に国民年金の被保険者資格を取得していることから、申

立期間は未加入期間となり、制度上遡って保険料を納付することができな

い期間であったと考えられる上、当委員会においてオンラインの氏名検索

等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された



 

  

形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6223 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 36年 11月 28 日から 37年 10 月 25日まで  

             ② 昭和 37 年 10 月 25 日から 38 年 12 月１日まで  

    Ａ株式会社の社長が父の友人だった関係で、同社に昭和 36 年５月に

入社した。日本年金機構の記録では、36 年 11 月 28 日が資格喪失日と

なっているが、同社に在籍している間にお正月を２回迎えており、間違

いなく 38 年 12 月１日が資格喪失日なので、厚生年金保険の記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ株式会社の当時の同僚の供述により、期間は

特定できないものの、申立人が、同事業所に勤務していたことがうかが

える。 

しかしながら、同事業所は、昭和 37 年 10 月 25 日に適用事業所では

なくなっている上、事業主とは連絡が取れず、社会保険の届出、納付及

び適用状況等について確認することができない。 

また、申立人は、事業所の名称及び所在地を除く事業所の詳細につい

て記憶が無いとともに、事業主及び上司並びに同僚の氏名を覚えておら

ず、当時の社会保険の適用等について、照会することができない。 

さらに、Ａ株式会社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に

おいて、同事業所が、適用事業所ではなくなった昭和 37 年 10 月 25 日

に資格を喪失した同僚は６人確認できるところ、このうち連絡先が判明

した同僚の１人は、「当時の社会保険の適用等については不明。」と供

述しており、申立人の申立期間①における当時の社会保険の適用状況に

ついて、確認することができない。 



  

２ 申立期間②について、申立人はＡ株式会社に勤務していたと申し立て

ているが、同事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及び

適用事業所名簿により、同事業所は、昭和 37 年 10 月 25 日に適用事業

所ではなくなっており、申立期間②は適用事業所ではなかった期間であ

ることが確認できる。 

また、Ａ株式会社が適用事業所ではなくなった昭和 37 年 10 月 25 日

に資格を喪失した同僚６人のうち５人は、約３か月後の 38 年２月１日

に同事業所と同じ所在地において、新規に適用事業所となったＢ株式会

社の被保険者資格を同日付けで取得していることから、同社において被

保険者資格を取得した 20 人全員（前記５人を含む。）のうち連絡可能

な４人に照会したところ、回答があった３人は、「申立人を知っている。

同じ職場の同僚だった。」と供述しており、期間は特定できないものの、

申立人は申立期間②について、Ｂ株式会社に勤務していたことがうかが

える。 

しかしながら、Ｂ株式会社の事業主とは連絡が取れず、同社は、昭和

40 年３月 19 日に適用事業所ではなくなっている上、所在地を管轄する

法務局において商業登記が見当たらず、申立期間②当時の同事業所の社

会保険の適用等について確認することができない。 

さらに、回答があった３人の同僚は「当時の事業所における社会保険

の適用については不明。」と供述している上、３人のうちの１人で、Ａ

株式会社及びＢ株式会社の両事業所で被保険者記録が確認できる唯一の

同僚は、「Ａ株式会社には昭和 37 年 10 月 25 日まで勤務し、38 年２月

１日からはＢ株式会社に勤めたが、Ａ株式会社を退社し、Ｂ株式会社に

入社する前の期間については、勤務していないし、保険料を控除されて

いなかった。」と供述している。 

加えて、Ｂ株式会社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に

申立人の氏名は無く、健康保険整理番号に欠番も無い。 

 

３ また、申立人の両申立期間について、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6224 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年６月１日から９年５月 31 日まで 

日本年金機構の記録によると、平成９年６月の訂正処理で、７年６月

１日まで遡って標準報酬月額が、50 万円から 22 万円に引き下げられて

いる。おかしいので、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の有限会社Ａにおける申立期間に係る

標準報酬月額は、当初、50 万円と記録されていたところ、当該事業所が

適用事業所でなくなった平成９年５月 31 日の後の同年６月６日付けで、

７年６月１日に遡って 22 万円に減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、閉鎖登記簿謄本により、上記減額訂正が行われた当時、

申立人は、当該事業所の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「当時、経営の悪化により、約 150 から 200 万円の社

会保険料を滞納してしまった。平成７年の春頃からたびたび滞納の件で社

会保険事務所（当時）に呼び出され、詳しい説明は受けなかったものの、

当該訂正処理の手続は、事業主である自分が行った。」と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間に係る標準報酬月額の減額処理時に代表取締役であった申立人が、

自らの標準報酬月額の減額訂正処理の事務手続に関与しておきながら、当

該処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立期

間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めること

はできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6225 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年２月 21 日から同年４月１日まで 

 年金記録を確認したところ、申立期間が厚生年金保険の被保険者記録

となっていない。株式会社Ａには、昭和 62 年 10 月から勤務したが、会

社の都合で 63 年８月に退社した。その後、株式会社Ｂに勤務していた

が、平成元年１月中旬ころ株式会社Ａから要請があり再入社した。株式

会社Ｂは同年２月 21 日に正式退社したが、株式会社Ａには同年１月 18

日から勤務していたので厚生年金保険料は株式会社Ａから納めていたと

思う。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した申立期間当時の手帳の記載内容により、株式会社Ａに

勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、事業主は、「当時の資料が保管されていないため申立人

の勤務実態や厚生年金保険の届出状況等は不明である。」と回答している。 

また、当時の事業主は、「申立人に記憶はあるが、当時の資料が無いの

で勤務した期間等についてはっきりとは分からない。当時の事務担当者な

ら何か記憶しているかもしれない。」と回答しているところ、当時の事務

担当者は「当時、社員の出入りが激しかったため、入社してから３か月く

らいは社会保険に加入させていなかった。申立人が一度退社して再入社し

た経緯については覚えていないが、再入社の際の資格取得日が相違してい

るとしたら申立人についても同じ取扱いをしたのかもしれない。社会保険

に加入させるかどうかは、社長の指示で行っていた。社会保険に加入させ

ていない期間については厚生年金保険料は控除していない。」と回答して

いる。 



  

さらに、オンライン記録によれば、申立人が記憶している同僚一人には

株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者記録が確認できない上、申立人

から提出のあった手帳に平成元年１月 19 日に一緒に業務に当たったと記

載されている同僚の当該事業所における厚生年金保険の資格取得日は､申

立人と同日の同年４月１日であることが確認できることから、同事業所に

おいては、申立期間当時、社員を必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加

入させる取扱いではなかったと考えられる。 

加えて、当該事業所における申立人の雇用保険被保険者記録の資格取得

日は、オンライン記録における厚生年金保険被保険者資格取得日と一致し

ている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6226 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年７月１日から７年１月１日まで 

    Ａ株式会社Ｂ工場（現在は、Ｃ株式会社）に勤務した期間のうち、平

成５年７月から６年 12 月までの標準報酬月額が、50 万円から 36 万円

に減額されている。調査の上、正しい標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 29 年４月１日から平成 10 年７月１日までＡ株式会社Ｂ

工場に勤務したが、５年７月から６年 12 月までの標準報酬月額が 50 万円

から 36 万円に減額されていることについて、永年の勤続により急激に変

動することは無いと主張している。 

   しかしながら、Ａ株式会社が加入しているＤ組合及びＥ基金の申立人の

適用台帳の記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、平成５年

７月の随時改定は 36 万円、同年 10 月の定時決定は 36 万円、６年 10 月の

定時決定は 36 万円と記録されており、オンライン記録と一致しているこ

とが確認できる。 

   また、当該事業所の厚生年金保険事務担当者は、「当時は、月額変更届

及び算定基礎届は、内部の専門部署によって印字出力したものが用いられ、

社会保険事務所（当時）、Ｄ組合及びＥ基金に提出されたと思う。」と供

述していることから、事業主はオンライン記録のとおり届出を行ったもの

と推認される。 

   さらに、申立人と同時期に入社し、申立期間に在籍していた 15 人のう

ち、平成５年 10 月の定時決定において、申立人を含む 11 人が以前より低

い標準報酬月額に改定されているとともに、オンライン記録によれば、標



  

準報酬月額が遡って訂正された形跡も認められない。 

   加えて、事業主は、当時の賃金台帳や算定基礎資料等は、既に破棄され

ており保存していないと回答している。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6229 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年 10 月８日から 44 年３月 15 日まで 

私は、昭和 43 年 10 月８日から 44 年５月 31 日までＡ株式会社に勤務

していたが、入社時の 43 年 10 月８日から 44 年３月 15 日までの厚生年

金保険の被保険者記録が無い。 

厚生年金保険料を控除されていた資料等は無いが、Ｂ地のＣ学校を

43 年９月に卒業して翌月の 10 月にはＡ株式会社に入社した。当時の写

真を提出するので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が写っている昭和 44 年１月 22 日の記載があるＡ株式

会社の慰安旅行の写真を所持していることから、同日以前に同社に就業し

ていたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人が主張するＢ地のＣ学校の卒業時期及びＡ株式会

社への入社時期について、申立人から提出された写真では特定することは

できないとともに、申立人の勤務状況等について、申立人が記憶している

当時の上司を含む同僚 20 人に照会したところ、申立期間に勤務していた

ことが確認できる５人の同僚（前記上司を含む。）のいずれもが、申立人

に覚えが無いと述べている上、雇用保険の加入記録が無いため申立人の申

立期間における勤務の実態は確認できない。 

また、前記の上司及び複数の同僚が、従業員が入社してから厚生年金保

険に加入するまでの期間について、「厚生年金保険に入るのは正社員にな

ってからで、それまで３か月ほどの見習期間があった。」と述べていると

ころ、当該複数の同僚の入社時期から厚生年金保険の被保険者資格を取得



  

するまでの期間が２か月から３か月を要していることが確認でき、申立期

間当時、Ａ株式会社では、従業員が入社して直ちに厚生年金保険の被保険

者資格を取得させる取扱いではなかったものと考えられる。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間以前１年間に厚生年金保険被保険者資格を新たに取得した者の中

に、申立人の氏名は無く、健康保険証の番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6230 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年 10 月１日から平成元年８月１日まで  

    年金事務所の記録では、Ａ株式会社からＢ株式会社（現在は、Ｃ株式

会社）に出向していた申立期間の標準報酬月額の記録は 44 万円となっ

ている。しかし、申立期間頃、給料が下がったことは無かったので、前

後の期間の記録と同じ 47 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間において、Ｂ株式会社に勤務していたと申し立ててお

り、申立人が所持する辞令及びＡ株式会社から提出された在籍証明書から、

申立人は昭和 63 年４月から平成５年３月までＢ株式会社に出向していた

ことが確認できる。 

しかしながら、事業所から提出された申立人に係る「厚生年金算定記

録」に、昭和 63 年 10 月１日定時決定の標準報酬月額が 44 万円と記載さ

れていることが確認できるとともに、事業所は、「申立人に係る厚生年金

保険料の控除等については、当時の賃金台帳等の資料が保管されていない

ため不明であるが、貴委員会に提出した資料によれば、国側の記録どおり

の届出を行っていたと思われる。」と回答している。 

また、事業所から提出された「出向者職位別人員表」により、申立人の

昭和 63 年 10 日１日の固定的賃金は 43 万 2,230 円であることが確認でき、

時間外手当は支給されない条件であったことも確認できる。 

さらに、申立人が、申立期間頃、申立人と同様にＢ株式会社に出向した

と供述している４人の同僚に、自身の標準報酬月額の記録について照会し

たところ、回答のあった４人のうち３人は、「当時の給料額と国側の記録



  

に差は無かったと思う。」と回答している。 

加えて、事業所が加入するＣ組合は、「申立人の申立期間の健保等級は

44 万円であった。」と回答しており、オンライン記録の標準報酬月額と

合致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6231 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年 10 月１日から 10 年 10 月１日まで 

    Ａに勤務していた期間のうち、平成６年 10 月から 10 年９月までの標

準報酬月額が下がっているが、下がるはずがない。申立期間の標準報酬

月額を本来の金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、ＡにおいてＢ開催期間中とその前日に勤務するＣ員であった

とし、同会に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、平成４年７月の

資格取得時は 14 万 2,000 円、５年 10 月の定時決定では 20 万円であるに

もかかわらず、６年 10 月以降の定時決定では 17 万円に減額されており、

給与明細書等は無いものの、給与は毎年昇給していたので下がるはずがな

いとして申し立てている。 

しかしながら、当該事業所は、申立人を日給制の短時間労働者であった

としており、事業所から提出された平成９年度の算定基礎届によると、申

立人の５月、６月、７月の報酬支払基礎日数はそれぞれ 15 日、14 日、15

日であり、当該事業所においては、報酬支払基礎日数 15 日以上の月を算

定対象月と回答していることから、平均の報酬月額は 17 万 4,819 円とな

り、17 万円の標準報酬月額は妥当な金額であることが確認できる。 

また、当該事業所から提出された平成５年から 10 年までの期間に係る

開催日取り表及び申立人のＤ開催日は勤務しなかったとの供述から、５年

に比べ６年以降の算定対象月である５月、６月、７月の勤務可能日数が少

なくなり、６年 10 月からの標準報酬月額が少なかったことがうかがえる。 



  

さらに、当該事業所が所属しているＥ組合は、申立人の個人整理簿の写

しから、申立人の平成６年 10 月から 10 年９月までの期間の標準報酬月額

は 17 万円と回答している。 

加えて、申立期間当時の同僚は、「自身の標準報酬月額も下がったこと

がある。」と回答し、「日給制という形なので、開催数が減少すれば当然

下がる。」とも回答しており、申立人の標準報酬月額のみが同僚の取扱い

と異なる事情は見当たらない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当

する保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6232 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年 12 月５日から 37 年８月１日まで 

             ② 昭和 37 年８月１日から 41 年８月１日まで 

    昭和 62 年頃、年金見込額を調べに行った際に、Ａ株式会社Ｂ工場及

びＣ株式会社Ｄ局に勤務していた期間が脱退手当金受給済みとなってい

ることを知った。脱退手当金をもらった記憶は無いので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間②に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期

間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、当該期間に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約８か月後の昭和 42 年３月 17 日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6233 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年 12 月１日から 47 年 10 月１日まで 

平成 22 年９月にＡ年金事務所において、Ｂ株式会社に勤務していた

期間が脱退手当金を受給したことになっていたと分かったが、受給した

記憶が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給

されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間

の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和47年12月22日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間前の株式会社ＣのＤ支店に係る厚生年金被

保険者期間については脱退手当金を受給しており、申立期間の脱退手当

金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても、

受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 6236 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年 11 月 28 日 

             ② 平成 15 年 12 月 24 日 

             ③ 平成 16 年４月 28 日 

             ④ 平成 16 年６月８日 

             ⑤ 平成 16 年７月 26 日 

             ⑥ 平成 16 年 11 月 29 日 

             ⑦ 平成 16 年 12 月 22 日 

             ⑧ 平成 17 年４月 28 日 

             ⑨ 平成 17 年６月 10 日 

             ⑩ 平成 17 年７月 27 日 

             ⑪ 平成 17 年８月 25 日 

日本年金機構の記録では、私がＡ株式会社に勤務していた間の平成

15 年 11 月から 17 年８月までの賞与の記録が無いが、毎回 200 万円近

い賞与はもらっていたので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人提出の、申立期間の給与、賞与の振込金額が記された預金通帳の

写し及びＢ株式会社（旧Ａ株式会社）提出の平成 15 年から 17 年までの所

得税源泉徴収簿兼賃金台帳により、申立人は、申立期間において賞与を支

給されていたことが確認できる。 

 しかしながら、Ｂ株式会社は「平成 15 年７月以降、会社の賞与支払回

数が年４回以上に変更になったため、以降の賞与からの保険料徴収を行わ

ず、その分は毎月の給与から徴収している。」と供述している上、上記所

得税源泉徴収簿兼賃金台帳によると、平成 15 年 11 月 28 日以降に支給さ



  

れた賞与からは、厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

 また、Ｃ組合は、「賞与が年４回支給されることになり、当該賞与分が

標準報酬月額に組み込まれることになった結果、平成 15 年９月以降の標

準報酬月額は増額になった。」と供述している上、同組合から提出された

申立人の標準報酬月額が記載された資料により、申立人の同年同月以降の

標準報酬月額が増額していることが認められる。 

 さらに、申立人の平成 15 年１月から 17 年８月までに届け出られた標準

報酬月額及び標準賞与額から算出される社会保険料と、15 年から 17 年ま

での給与支払報告書の社会保険料控除額は各年ともほぼ一致する。 

 このほか、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6237 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年２月 21 日から 49 年５月１日まで 

    日本年金機構の記録では、株式会社Ａの厚生年金保険の被保険者期間

は、昭和 46 年３月 27 日から 48 年２月 21 日までとなっている。法務省

の日本人出帰国記録、査証からも分かるように、申立期間は、Ｂ、Ｃへ

同社の正社員として添乗業務で勤務していた。Ｂでは、手術も受けてお

り、査証の滞在日数も延長されたので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において株式会社Ａに勤務していたと申し立ててい

るところ、文書回答のあった５人のうち３人の同僚は、「申立人をよく覚

えており、申立期間に当該事業所に勤務していた。」と回答していること

から、申立人が申立期間当時、同社に勤務していたことがうかがえる。 

   しかしながら、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

昭和 49 年 10 月 11 日に社会保険事務所（当時）の社会保険調査官による

総合調査が行われ、社員の記録のうち、資格取得年月日訂正届（同僚３

人）、資格喪失届（申立人を含む未提出者７人）の書類を同日に受付した

処理経過が認められ、申立人の喪失年月日については、48 年２月 21 日付

けと確認できる。 

   また、事業主は文書回答で、「申立期間当時の書類は保管されておらず、

申立てどおりの届出、保険料納付をしたかは不明。」としている上、Ｂで

の入院、手術の件についても、「申立人が病気で入院したことも定かでな

く、Ｂでの治療費は支払った記録と記憶も無い。」としている。 

   さらに、申立期間に雇用保険の加入記録は無く、資格喪失届（昭和 48



  

年２月 21 日付け）提出当時の株式会社Ａに係る申立人の勤務実態につい

ては、同社において資料を保存していないことから確認することができな

い。 

   加えて、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6238 

 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年６月 25 日から 35 年７月 20 日まで 

申立期間の厚生年金記録が無いが、その期間、Ａ株式会社、又は有限

会社Ｂのどちらかで勤務していたはずなので、調査の上、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、「Ａ株式会社の退職日及び有限会社Ｂの入社日を明確に記憶

していないが、申立期間はいずれかの事業所で勤務していた。」としてい

る。 

  この点について、Ａ株式会社の複数の同僚は、「申立人が勤務していた

ことは記憶しているが、期間については覚えていない。」と供述している

一方、有限会社Ｂに勤務していた同僚３人は、「申立人は昭和 34 年頃か

ら勤務していたと思う。」と供述していることから、期間の特定はできな

いものの、申立期間頃において、申立人が同社に勤務していたことがうか

がえる。 

  しかしながら、Ａ株式会社は商業登記簿によれば株式会社Ｃとして現存

しているものの、既に厚生年金保険の適用事業所ではなく、現在の事業主

（当時の事業主の孫）は、「繊維事業は昭和 52 年に廃業しており、資料

も無く、申立人の勤務状況、保険料の控除及び納付の状況については不明

である。」と供述している上、有限会社Ｂは、商業登記簿によれば、昭和

41 年８月に解散し、事業主も他界していることから、申立期間に係る申

立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除及び納付の状況について確認す

ることができない。 



  

  また、両社が加入していたＤ組合（平成 21 年に解散）の健康保険被保

険者名簿によれば、申立人はＡ株式会社に係る被保険者資格を昭和 33 年

４月１日に取得し、34 年６月 25 日に喪失後、Ｅ（後の有限会社Ｂ）に係

る被保険者資格を 35 年７月 20 日に取得し、38 年２月５日に喪失してい

ることが確認でき、オンライン記録と一致する。 

さらに、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は

無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6240 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年１月１日から同年６月 30 日まで 

             ② 昭和 31 年５月 21 日から 35 年３月２日まで 

             ③ 昭和 35 年９月６日から 36 年 12 月 29 日まで 

     厚生労働省の記録では、申立期間に係る脱退手当金が支給されたこと

になっているが、当該脱退手当金を請求しておらず、受給もしていない

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間③に係る事業所別被保険者名簿には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示があるとともに、脱退手当金の支給額に計算上

の誤りは無く、Ａ株式会社Ｂ部に係る資格喪失日（昭和 36 年 12 月 29

日）から約４か月半後の昭和 37 年４月 20 日に支給決定されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案6241 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から同年７月１日まで 

国（厚生労働省）の記録によれば、Ａ株式会社における厚生年金保険

被保険者資格取得日が、昭和36年７月１日となっているが、実際は同社

に36年４月に入社したので、申立期間について厚生年金保険被保険者期

間が欠落していると思われる。 

第三者委員会で調査の上、当該期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ株式会社に勤務していたと申し立ててい

るが、申立期間に厚生年金保険被保険者記録を有する同僚９人に照会した

ところ、そのうちの５人から回答があったものの、申立人の申立期間にお

ける勤務実態について具体的に記憶している同僚はいなかった。 

また、Ａ株式会社Ｃ部及びＤ組合は、管理期間経過につき資料を保存し

ておらず、申立人の申立期間に係る人事記録及び加入記録等については不

明であると回答している。 

さらに、厚生年金保険手帳記号番号払出簿により、Ａ株式会社に係る申

立人及び同僚一人の当該記号番号は、昭和36年７月15日に連続した番号で

払い出されていることが確認できるところ、健康保険厚生年金保険被保険

者名簿及びオンライン記録により、当該同僚の厚生年金保険被保険者資格

取得日は申立人と同じ36年７月１日であることが確認できる。 

加えて、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立期間に厚生

年金保険の被保険者資格を取得した者の中に申立人の氏名は確認できず、

健康保険証番号が欠落した形跡も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案6242 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として、船員保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和19年12月12日から20年９月７日まで 

② 昭和22年２月28日から23年９月１日まで 

申立期間について、Ａ株式会社所有のＢに乗船勤務していた期間が欠

落していると思われるので、第三者委員会で調査の上、当該期間の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る船員保険被保険者台帳及び船員保険被保険者名簿により、

申立人のＡ株式会社における資格取得日は昭和20年９月７日、同喪失日は

22年２月28日であることが確認できる上、両申立期間に船員保険の資格を

取得している者の中に申立人の氏名は確認できない。 

また、申立人はＡ株式会社所有のＢに昭和19年12月から乗船勤務してい

たと主張しているが、申立人はともに乗船していたとする船長（明治37年

生）の名字を記憶しているところ、当該船長に係る船員保険被保険者台帳

及び船員保険被保険者名簿により、同人の資格取得日は、申立人と同じ20

年９月７日であることが確認できる。 

さらに、上述の船長は、基礎年金番号が付番されていないため住所が判

明しない上、申立人の資格取得日の記載のある船員保険被保険者名簿によ

り住所の判明した同僚一人に照会したが、申立人について具体的に記憶し

ておらず、申立人の当時の勤務実態等について供述を得ることができなか

った。 

なお、適用事業所名簿によりＡ株式会社はＢ株式会社に商号変更されて

いることが確認できるところ、同社の担当者は、「当社は合併を繰り返し

ており、申立期間当時の関連資料は無く、申立人の在籍等について不明で



  

ある。」と回答している。 

このほか、申立人は船員手帳を所持しておらず、両申立期間における厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6244 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年 11 月 21 日から 36 年１月６日まで 

    オンライン記録では、申立期間の厚生年金保険被保険者期間が脱退手

当金を受給した記録になっているが、私は、脱退手当金の制度がある

こと自体も知らなかったし、脱退手当金を請求したことも受領した記

憶も無い。申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金の算定

のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金

の裁定庁へ回答したことを示す「回答済 38.2.14」との回答印が押され、

申立人の脱退手当金支給決定手続に至る一連の事務処理が行われたことが

推認される。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17 年４月１日から 20 年８月 30 日まで 

    年金事務所の記録では、国の機関であるＡに勤務していた期間につい

て、厚生年金保険の被保険者記録が無い。調査し、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当時のＡの業務内容等についての詳細を記憶しており、その

供述は同僚の供述とも一致していることから、期間の特定はできないもの

の、当該事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、申立人が同期入社として名前を挙げた同僚二人についても、申

立事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

また、申立事業所に係る健康保険労働者年金保険（現在は、厚生年金保

険）被保険者名簿によれば、申立期間に被保険者資格を新規に取得した者

の中に、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

さらに、上記被保険者名簿に氏名のある同僚の多くは、Ｂ社会保険事務

所（当時）で新規に払い出された番号で管理されていることから、申立人

が申立事業所に入社した可能性の高い昭和 17 年４月頃から 18 年 11 月頃

までの払出簿を確認したものの、申立人の氏名は見当たらない。 

加えて、申立事業所は、昭和20年８月30日に厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなっており、当時の関係者から申立人の申立期間に係る厚生

年金保険料の控除について供述を得ることはできず、また、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等

の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6248 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 昭和 35 年３月 28 日から 36 年 12 月 26 日まで 

  私は、学校を卒業して、株式会社Ａに就職することになった。昭和

35 年３月 28 日に両親に連れられて会社の寮に入り、その日から見習と

して働いたことを覚えている。勤続５年のお祝い金をいただいたことも

記憶している。しかし、厚生年金保険の記録は、36 年 12 月 26 日が資

格取得日となっており、その前の期間が無い。たとえ見習であっても加

入させる義務が会社にはあるはずだ。１年半も見習というのもおかしい

と思う。調査をして、記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、元同僚及び株式会社Ａの現在の取締役の供述により、申立

期間、期間の特定はできないものの、当該事業所に勤務していたことが

うかがえるものの、雇用保険被保険者記録の資格取得日は厚生年金保険

の被保険者資格取得日と同日であることが確認できる。 

また、申立人の株式会社Ａに係る厚生年金保険被保険者手帳記号番号払

出簿に記録されている資格取得年月日は、オンライン記録と合致し、同

日に払い出された同僚７人のオンライン記録も同様であったことが確認

できる上、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、当

該同僚７人が申立人とともに連番で記録され、資格取得日も上記記録日

と同日であることが確認でき、申立人が先に当該事業所に入社している

先輩と主張する同僚も、申立人と同日に被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる。 



  

さらに、同僚の一人は、「会社は、１年間くらいは見習期間として、厚

生年金保険に加入させなかった。自分も厚生年金保険の加入は、入社１

年後と記録されている。」と供述している上、株式会社Ａは、「問い合

わせの件については、資料が保存されていないため、答えることができ

ない。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年５月 15 日から 35 年４月１日まで 

平成 12 年頃に年金の請求をするために社会保険事務所（当時）に行

ったところ、申立期間の会社では脱退手当金が支給されていると言われ

た。そのようなものを受け取った記憶は無かったが、当時は仕方がない

のかと思いそのままにしておいた。今回日本年金機構よりはがきが送ら

れてきたが、やはりあの記録はおかしいのではないかと思い、今回申立

てをすることにした。調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を

意味する「脱 37.435」の記載がされているとともに、脱退手当金の支給

額に計算上の誤りは無いことから、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6257 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月頃から 36 年４月頃まで 

昭和 33 年４月頃にＡ区Ｂ町にあった株式会社Ｃに入社し、36 年４月

頃まで勤務していた。34 年４月からは、勤務時間を１時間短縮しても

らい、Ｄ校の定時制に通いながら勤めていた。日本年金機構からは、当

該事業所での厚生年金保険の被保険者としての記録が無いとの回答を受

けたが、間違いなく勤務していたので、申立期間を被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述により、期間は特定できないものの、申立人が株式会

社Ｃに勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、当該事業所は、昭和 53 年６月 30 日に適用事業所ではな

くなっている上、事業主とは連絡が取れず、社会保険の届出、納付及び適

用状況等について確認することができない。 

また、申立人が記憶している同僚５人を含む当該事業所の健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿において申立期間内に被保険者記録が確認

でき、かつ、連絡可能な 22 人に照会し、18 人から回答があったが、その

うちの７人は、「試用期間があり、社会保険の加入は正社員になってから

だった。」と供述しているところ、自らの入社日を記憶している同僚 14

人のうち９人は、当該被保険者名簿における資格取得日が、入社日よりも

３か月から数年経過後であることが確認できることから、同事業所におい

ては、申立期間当時、社員を必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入さ

せる取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、別の複数の同僚は、「学生等は加入できなかった。」、「社会



  

保険に加入できるかは社長が決めていた。」と供述しているところ、事業

主の親戚で当該事業所の新規適用前から勤務する同僚の一人は「地味な仕

事で長続きしない社員が多かった。社会保険の加入について、社長は入社

当初から加入させず、一定期間様子を見ていたと思う。どのくらいの期間

かははっきり覚えていないが、社長が加入させる時期を判断していた。」

と供述していることから、同事業所においては、申立期間当時、厚生年金

保険に加入させる時期については事業主が判断していたと考えられる。 

加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に申

立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い上、申立人の申立期間について、

事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる

給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6261 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月頃から 43 年 10 月頃まで 

             ② 昭和 43 年 11 月頃から 45 年３月頃まで 

 厚生年金保険記録を確認したところ、申立期間が厚生年金保険に加入

していた事実が無い旨の回答を受けた。申立期間①はＡ所に、申立期間

②はＢ所に臨時職員として勤務し、Ｃ業務をしていた。Ｂ所の勤務時に

は失業保険被保険者証も交付されている。両申立期間において厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    １ 申立期間①については、雇用保険被保険者記録により、申立期間のう

ち昭和 42 年３月 13 日から同年４月 30 日までＡ所に勤務していたこと

が確認できる。 

しかしながら、オンライン記録により、Ａ所は、申立期間当時、厚生

年金保険の適用事業所ではないことが確認できる上、申立人が記憶して

いる同僚は所在不明のため申立ての事実について確認することができな

い。 

また、Ａ所は、申立期間より後の昭和 47 年６月１日付けで厚生年金

保険適用事業所となっているものの、既に適用事業所でなくなっており、

申立人の申立期間①に係る勤務実態や厚生年金保険の適用状況等につい

て、確認することができない。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険被保険者記録により、申立期間のう

ち昭和 43 年 12 月 21 日から 44 年２月４日までの期間及び 45 年１月 23

日から同年３月 31 日までの期間、Ｂ所に勤務していたことは認められ



  

る。 

しかしながら、Ｂ所は、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿におい

て昭和 44 年 11 月 20 日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申

立期間の一部については適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ｂ所が厚生年金保険適用事業所となった際の当該事業所に係る

事業所別被保険者名簿において、被保険者記録が確認できる同僚７人に

照会したところ、回答のあった３人は、申立人の記憶は無い旨の回答を

している上、そのうちの１人は、「自分は、臨時職員として勤務してい

たがしばらくしてから正職員となった。正職員となるまでの期間は覚え

ていない。社会保険料がいつから控除されたかははっきり覚えていない

が、社会保険に加入する前から社会保険料が控除されていた記憶は無

い。」と供述している。 

さらに、Ｂ所に係る事業所別被保険者名簿に、申立人の氏名は無く、

整理番号に欠番も無い。 

加えて、Ｂ所は既に適用事業所でなくなっており、申立人の申立期間

②に係る勤務実態や厚生年金保険の適用状況等について、確認すること

ができない。 

 

３  Ｄ所の人事関係事務を継承しているＥ基金は、「申立人に係る共済年

金（Ｆ組合）への加入記録、人事記録等について確認することができな

いので、申立人は、共済組合へ加入することができない雇用形態等の臨

時職員であったと考えられる。共済組合へ加入することができない臨時

職員等は、国民年金又は厚生年金保険に加入することとなっていたが、

当時、申立人が厚生年金保険被保険者としての適用要件に該当していた

か否かについては、不明である。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6262（事案 3416 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年 10 月１日から 48 年８月６日まで 

（Ａ株式会社） 

             ② 昭和 48 年８月６日から同年９月１日まで 

（Ａ株式会社） 

             ③ 昭和 49 年１月８日から 49 年７月１日まで 

（Ｂ株式会社） 

④ 昭和 49 年 10 月 21 日から 50 年５月１日まで 

（Ｂ株式会社） 

⑤ 昭和 50 年９月 26 日から 51 年５月 31 日まで 

（株式会社Ｃ） 

⑥ 昭和 53 年６月 29 日から 54 年３月１日まで 

（Ｄ株式会社） 

上記申立期間において、それぞれの会社にＥのＦ担当として勤務して

いたが、厚生年金保険の被保険者記録が無い。前回の申立てでは認めら

れなかったが、当時の同僚の名前も記憶しており勤務していたことに間

違いは無いので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の申立期間②、④、⑤及び⑥については、ⅰ）同僚から申立期

間当時の勤務状況、厚生年金保険料控除についての具体的な供述を得る

ことができないこと、ⅱ）Ａ株式会社における雇用保険の被保険者記録

が確認できない上、Ｂ株式会社、株式会社Ｃ及びＤ株式会社における雇

用保険被保険者記録の離職日と厚生年金保険被保険者資格喪失日は合致



  

していること、ⅲ）Ａ株式会社、Ｂ株式会社及びＤ株式会社は既に事業

を廃止しており、事業主から申立期間当時の状況を確認することができ

ないことなどから、既に当委員会の決定に基づき、平成 22 年５月 26 日

付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 

２ 申立期間②について、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿で申立期間に被保険者記録が確認できる同僚８人（うち前回照会

した者５人）に照会したところ、１人から申立人に記憶があるものの勤

務していた期間は分からない旨の回答があった。 

また、申立人がＡ株式会社での同僚と記憶している６人のうち１人は

当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では記録が確認で

きず、ほかの１人については当該事業所における被保険者記録は申立人

と同じであることが確認できる。 

 

３ 申立期間④について、新たにＢ株式会社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿で申立期間に被保険者記録が確認できる同僚６人に照会し

たところ、４人から申立人に記憶があるものの勤務していた期間は分か

らない旨の回答があった。 

また、申立人がＢ株式会社での同僚と記憶している５人のうち、３人

については、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では

被保険者記録が確認できない。 

さらに、申立人は、上記被保険者名簿により、健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失時に健康保険被保険者証を社会保険事務所（当時）に

返納していることが確認できる。 

 

４ 申立期間⑤について、再度、株式会社Ｃの事業主に照会したところ、

事業主は、「当時の事業主（父親）は、病気のため入院中であり会話が

できない状態である。自分は、申立期間当時、17 歳くらいであったが、

申立人には記憶が無い。」と供述している。 

また、事業主は、「古くから勤務している事務員なら何か分かるかも

しれない。」とも供述していることから、当該事務員に照会したところ、

当該事務員は、「申立人に記憶は無い。当社は、社会保険等の事務につ

いては、社会保険労務士に委託している。前回、照会された際にも社会

保険労務士に確認を依頼したが、30 年以上も前のことなので資料の保

管が無く申立人についてのことは分からなかった。資格喪失については、

退社の申出に当たり健康保険証の返納を受け、社会保険労士に届出を依

頼している。当社は大会社ではないが、そのようなことはきちんと行っ

ている。」と供述している上、申立人は、当該事業所に係る健康保険厚



  

生年金保険被保険者名簿により、被保険者資格喪失時に健康保険被保険

者証を社会保険事務所に返納していることが確認できる。 

さらに、新たに当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

で申立期間に被保険者記録が確認できる同僚二人に照会したところ、一

人から申立人に記憶が無い旨の回答があった。 

 

５ 申立期間⑥について、前回回答の無かったＤ株式会社の元事業主に

再度照会したところ、当時の管理責任者から「元事業主は、病気療養

中のため自分が代理で回答する。当該事業所は既に適用事業所ではな

い上、当時の関係資料が保管されていないため、申立人の勤務実態等

について確認することができない。」旨の回答があった。 

また、Ｄ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で申立期

間に被保険者記録が確認できる同僚二人（うち一人は前回照会した

者）に照会したところ、一人から申立人に記憶があるものの勤務して

いた期間は分からない旨の回答があった。 

さらに、申立人は、上記被保険者名簿により、健康保険厚生年金保険

被保険者資格喪失時に健康保険被保険者証を社会保険事務所に返納して

いることが確認できる。 

 

６ このほか、今回の申立てに際し、委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情や、厚生年金保険料の控除について確認できる新たな関連資料

及び周辺事情が見当たらないことから、申立人が申立期間②、④、⑤及

び⑥に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 

 

７ 申立期間①について、申立人は、Ａ株式会社が厚生年金保険の新規適

用となった昭和 47 年 10 月１日から 48 年８月６日まで勤務していたと

主張しているところ、当該期間についてはオンライン記録及びＥ株式会

社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立人の被保険者記録

が確認できる。 

また、Ｅ株式会社の事業主は、「当時の関係資料は保管されておらず

申立人の勤務実態等については不明である。」と回答している。 

 

８ 申立期間③について、雇用保険被保険者記録により申立人がＢ株式会

社に勤務していたことは認められるものの、申立期間は当該事業所が厚

生年金保険の新規適用事業所となる前の期間であるとともに、同僚４人

は、「会社の新規適用前の期間については厚生年金保険料の控除はされ

ていなかった。」と回答している。 



  

また、申立人がＢ株式会社の同僚として名前を挙げた５人のうち、当

該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で被保険者記録が確

認できる二人については、資格取得日が申立人と同じであることが確認

できる。 

 さらに、当該事業所は既に解散しており、再度元事業主に照会したが

申立ての事実について供述を得ることができない。 

 

９ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び③に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6263 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年３月 22 日から同年８月 15 日まで 

             ② 昭和 31 年４月 16 日から 34 年８月 10 日まで 

    私は、Ａ株式会社には継続して勤務したが、申立期間の厚生年金保険

被保険者期間が欠落しており、Ｂ(後に、有限会社Ｃ及びＤに社名変更)

には、昭和 31 年４月に入社してから 35 年 11 月に退職するまでの間、

継続して勤務していたので、両申立期間について、厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人の元同僚の供述により、期間の特定は

できないが、申立人は、Ａ株式会社に勤務していたことがうかがえる。 

  しかしながら、厚生年金保険被保険者台帳(旧台帳)によると、申立人

はＡ株式会社で昭和 29 年３月１日に資格を取得し、同年３月 22 日に資

格を喪失した後、再度、同年８月 15 日に資格を取得し、31 年２月 10

日に資格を喪失していることが確認できる上、当該事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録とも一致する。 

   また、上記被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は無く、

整理番号に欠番も無い。 

   さらに、元事業主に照会したところ、「私は、平成 13 年５月から３

代目の事業主になったが、申立人の名前は聞いたことがあるが、面識は

無い。また、その当時の書類は残ってないので詳細は不明である。」と

供述している。 

   加えて、当該事業所に勤務していて連絡先が判明した元同僚７人に照

会し、回答のあった３人のうち２人は、「申立人に記憶は無い。」と供



  

述している。 

   このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   

２ 申立期間②について、申立人の元同僚の供述により、期間の特定はで

きないもの、申立人がＢに勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、Ｂは、昭和 35 年 11 月 16 日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっている上、法人登記簿謄本は、保存期間が経過している

ため入手できず、事業主及び取締役から申立人の申立期間の勤務実態及

び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、Ｂに勤務していて連絡先が判明した元同僚５人に照会し、回答

のあった４人は、「厚生年金保険料の控除については不明。」と供述し

ている。 

   さらに、有限会社Ｃに係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名

簿及び申立人の厚生年金保険被保険者手帳記号払出簿によれば、申立人

の厚生年金保険の被保険者資格取得日は、昭和 34 年８月 10 日となって

いることが確認できる上、Ｂ及び有限会社Ｃの被保険者名簿において、

申立期間に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

   加えて、厚生年金保険被保険者台帳を確認したところ、申立人の申立

期間に係る記録は見当たらない。 

   このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 


